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Ｉ．研究の目的と方法 

１．研究の背景 

我が国の障害児教育の歴史には，1979 年の養護学

校義務制実施に至った「障害児の就学権保障運動」，

2000 年から訪問教育が高等部で本格実施された「高

等部全入運動」を経て，現在の障害のある青年たち

にも 18 歳以降も学ぶ場を保障していこうとする運

動につながる流れがある 1. 

学校教育においては，2007 年に学校教育法を改正

した「特別支援教育」が始まった.特別支援教育とは，

「特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な遅れの

ない発達障害も含めて，特別な支援を必要とする幼

児児童生徒が在籍する全ての学校において実施され

るものであ」り，「障害のある幼児児童生徒への教育

にとどまらず，障害の有無やその他の個々の違いを

認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生

社会の形成の基礎となるもの」とされている 2.一方

で，特別支援教育になってからの 10 年間を統計資料

や政策文書で振り返り検証した荒川（2018）は，「通

常学級に在籍する発達障害等の子どもの支援」が特

別支援教育の「目玉」であったが，「特別支援学校の

センター的機能など通常学級教員への助言や援助に

よる間接的支援の施策はあっても，通常学級在籍者

を直接指導する制度は通級による指導」のみであり，

「支援員のような通常学級の中で直接指導する施策

は制度化していない」ため，「特別支援学級や通級指

導の子どもの急増の一因となっている」と指摘して

いる.さらに，「特別支援教育の基本理念」としての

「一人一人の教育的ニーズに応える」ための「個別

の指導計画」にも着目し，「その取り扱い次第では，

要素主義的な子ども把握と指導のマニュアル化を招

き，数値目標が独り歩きし，子どものねがいや生活・

文化的文脈が無視される恐れもある」ことを指摘し

ている.そして，特別支援教育となったこの 10 年に

対して，「様々な整備体制という量的な面」での拡大

は認めつつ，「通常学級在籍の障害のある子への支援

を謳いながら，実際にはそうした子どもを通常学級

に居づらくさせてないか」と疑問を呈している 3 状

況もある. 

 

２．研究の目的と方法 

 こうした障害児教育の流れがある中で，特別支援

学校教員である筆者（澤田，以下同じ）は，最近自

己防衛的な姿の生徒によく出会うようになってきた.

それは，教員を信頼できないという姿にも見えた.

そんな折，大学院研修の機会を得て，小学校や中学

校の特別支援学級に勤務経験のある教員に話を聞く

ことができた.それらの話からは，「学校マネジメン

ト」と呼ばれる取り組みなどにより，教員が子ども

と向き合うことができない状況や，次階梯の学校に

向けた準備として学習を遅れさせることができない

といった状況であった.併せて，赤木（2014）は「悲
しい授業」として，「子どもたちにとって難しすぎる

課題」を「勇ましく伝え」る授業を紹介し，教育実

践の現場の状況について報告している 4.
 こうした状況からは，各学校や個々の教員の問題

ということではなく，我が国の教育政策，特に学習

指導要領で求められている内容により，現場が疲弊

している状況が考えられた.そのため，我が国の教育
政策はどのように定められるのかを明らかにし，特

別支援教育の現場に何を求められているのかを検討
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する必要があると考えた. 
ちょうど，2017 年告示学習指導要領が 2020 年 4

月より小学校で実施されている.「平成 29 年度小・

中学校新教育課程説明会（中央説明会）」における文

部科学省の説明資料などを見ると，その内容は「三

つの柱」として「何を学ぶか（教科・科目等の内容

の検討が行われたもの．学習内容の削減は行わない

とされている．）」「どのように学ぶか（主体的・対話

的で深い学びの視点からの学習過程を検討したも

の）」「何ができるようになるか（新しい時代に必要

となる資質・能力の育成と学習評価の充実を検討し

たもの）」が示されている．中でも，今までのような

学習内容だけではなく，児童生徒が「何ができるよ

うになるか」という能力観まで含んだものである「資

質・能力」の育成を前面に押し出している.そして，

その取扱いは知的障害の特別支援学校においても同

様とされている 5. 

そこで，本論文においては，2017 年告示学習指導

要領の策定過程に注目し，議事録や報告文書などを

用い，資料による実証的検討を行う.そして，特別支

援教育，中でも知的障害教育における「資質・能力」

が何を求めて策定されているかを明らかにすること

を目的とする. 

 

Ⅱ．2017 年告示学習指導要領の検討過程 

１．政策立案の全体像 

 まず，政策立案の全体像をつかむために，策定過

程全体の概要を調べた.その際，先述したように，

2017 年告示学習指導要領では児童生徒に育むべき

「資質・能力」を中心に検討されていることから，

議論過程も「資質・能力」に関する議論を中心に調

査を行った.主に文部科学省のホームページなどか

ら議論の過程をさかのぼっていくと，表 16に示すよ

うな教育再生実行会議と中央教育審議会の相関する

関係が見えてきた. 

表 1 から分かるように，策定過程において首相の

私的諮問機関である教育再生実行会議 7 で議論され

た方向性を引き継ぎ，中央教育審議会で内容を検討

されていることが分かる. 

なお，さらに調べ進めると，文部科学省の調査協

力研究者会議として「育成すべき資質・能力を踏ま

えた教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会」

（2012 年 12 月 13 日から 2014 年 3 月 17 日までの 13

回）が開かれていたことも分かった 8.この検討会の

座長を務めた安彦（2016）によると，この検討会で

の検討事項は「①『児童生徒に育成すべき資質・能

力』を明確化すること」，「②そのために，各教科等

でどのような教育目標・内容を扱うべきか」，「③ま

た，資質・能力の育成の状況を適切に把握し，指導

の改善を図るための学習評価はどうあるべきか」の

3 点だったということだ 9.また，安彦（2016）は表

1 にある 2017 年告示学習指導要領策定過程の「論点

整理」までの議論について，諮問されている「育成

すべき資質・能力を踏まえた新たな教科・科目等の

在り方，既存の教科・科目等の目標・内容の見直し

について」については，「検討会では一切議論しなか

ったことで，中教審で初めから検討したものである」

とし，「一部の人からこれは『政治介入』であるとし

て，その実態をしっかり見る必要があると言われて

おり，『教育の政治的中立性』への侵害に当たらない

かという問題に，もっと関心を強める必要がある」

と指摘している 10.さらに，「今回の学習指導要領改

訂では，『内容』重視から『資質・能力』重視への転

換をしたいということで，関心の目や作業がどうし

ても『資質・能力』の方に向きがちで，しかも『コ

ンピテンシー』ベースの『資質・能力』観であるた

め，実社会・実生活における『能力の働き具合』に

視野が狭められる憾みがある.」とし，「今回，軽視

されている『教育内容』に関しても，正面からその

価値や意義を捉えなおす必要がある」とも指摘して

いる 11. 

本節で示した内容からは，政策立案の過程が，教

育再生実行会議の議論で方向づけられた内容を受け，

中央教育審議会で検討されていることが分かる． 

 

２．求められる「資質・能力」の実像 

 次に，策定内容である「資質・能力」が何をねら

って策定されたのかについて検討していく． 

（１）教育再生実行会議「第七次提言」 

 教育再生実行会議で議論されてまとめられた「こ

れからの時代に求められる資質・能力と，それを培

う教育，教師の在り方について （第七次提言）」（以

下，第七次提言）12では，「はじめに」において，産

業変化について（これまでの工業中心の時代から高

度の情報・知識に基づく付加価値の高い製品・サー

ビスの時代に入ること）述べられている．この内容

は，コンピュータの性能が飛躍的に伸び，2045 年に
は，コンピュータの能力が人間の能力を上回る技術

的な転換点が来るという予測があること，それに伴

って，私たちの仕事や生活に，現在の常識を覆すよ

うな変化がもたらされる可能性があることを背景と

すること，加えてグローバル化が一人一人に押し寄

せるため，これからの時代を生きる人たちに必要な

6 地　域　学　論　集      第 17 巻      第 3 号（2021） 
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する必要があると考えた. 
ちょうど，2017 年告示学習指導要領が 2020 年 4

月より小学校で実施されている.「平成 29 年度小・

中学校新教育課程説明会（中央説明会）」における文

部科学省の説明資料などを見ると，その内容は「三

つの柱」として「何を学ぶか（教科・科目等の内容

の検討が行われたもの．学習内容の削減は行わない

とされている．）」「どのように学ぶか（主体的・対話

的で深い学びの視点からの学習過程を検討したも

の）」「何ができるようになるか（新しい時代に必要

となる資質・能力の育成と学習評価の充実を検討し

たもの）」が示されている．中でも，今までのような

学習内容だけではなく，児童生徒が「何ができるよ

うになるか」という能力観まで含んだものである「資

質・能力」の育成を前面に押し出している.そして，

その取扱いは知的障害の特別支援学校においても同

様とされている 5. 

そこで，本論文においては，2017 年告示学習指導

要領の策定過程に注目し，議事録や報告文書などを

用い，資料による実証的検討を行う.そして，特別支

援教育，中でも知的障害教育における「資質・能力」

が何を求めて策定されているかを明らかにすること

を目的とする. 

 

Ⅱ．2017 年告示学習指導要領の検討過程 

１．政策立案の全体像 

 まず，政策立案の全体像をつかむために，策定過

程全体の概要を調べた.その際，先述したように，

2017 年告示学習指導要領では児童生徒に育むべき

「資質・能力」を中心に検討されていることから，

議論過程も「資質・能力」に関する議論を中心に調

査を行った.主に文部科学省のホームページなどか

ら議論の過程をさかのぼっていくと，表 16に示すよ

うな教育再生実行会議と中央教育審議会の相関する

関係が見えてきた. 

表 1 から分かるように，策定過程において首相の

私的諮問機関である教育再生実行会議 7 で議論され

た方向性を引き継ぎ，中央教育審議会で内容を検討

されていることが分かる. 

なお，さらに調べ進めると，文部科学省の調査協

力研究者会議として「育成すべき資質・能力を踏ま

えた教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会」

（2012 年 12 月 13 日から 2014 年 3 月 17 日までの 13

回）が開かれていたことも分かった 8.この検討会の

座長を務めた安彦（2016）によると，この検討会で

の検討事項は「①『児童生徒に育成すべき資質・能

力』を明確化すること」，「②そのために，各教科等

でどのような教育目標・内容を扱うべきか」，「③ま

た，資質・能力の育成の状況を適切に把握し，指導

の改善を図るための学習評価はどうあるべきか」の

3 点だったということだ 9.また，安彦（2016）は表

1 にある 2017 年告示学習指導要領策定過程の「論点

整理」までの議論について，諮問されている「育成

すべき資質・能力を踏まえた新たな教科・科目等の

在り方，既存の教科・科目等の目標・内容の見直し

について」については，「検討会では一切議論しなか

ったことで，中教審で初めから検討したものである」

とし，「一部の人からこれは『政治介入』であるとし

て，その実態をしっかり見る必要があると言われて

おり，『教育の政治的中立性』への侵害に当たらない

かという問題に，もっと関心を強める必要がある」

と指摘している 10.さらに，「今回の学習指導要領改

訂では，『内容』重視から『資質・能力』重視への転

換をしたいということで，関心の目や作業がどうし

ても『資質・能力』の方に向きがちで，しかも『コ

ンピテンシー』ベースの『資質・能力』観であるた

め，実社会・実生活における『能力の働き具合』に

視野が狭められる憾みがある.」とし，「今回，軽視

されている『教育内容』に関しても，正面からその

価値や意義を捉えなおす必要がある」とも指摘して

いる 11. 

本節で示した内容からは，政策立案の過程が，教

育再生実行会議の議論で方向づけられた内容を受け，

中央教育審議会で検討されていることが分かる． 

 

２．求められる「資質・能力」の実像 

 次に，策定内容である「資質・能力」が何をねら

って策定されたのかについて検討していく． 

（１）教育再生実行会議「第七次提言」 

 教育再生実行会議で議論されてまとめられた「こ

れからの時代に求められる資質・能力と，それを培

う教育，教師の在り方について （第七次提言）」（以

下，第七次提言）12では，「はじめに」において，産

業変化について（これまでの工業中心の時代から高

度の情報・知識に基づく付加価値の高い製品・サー

ビスの時代に入ること）述べられている．この内容

は，コンピュータの性能が飛躍的に伸び，2045 年に
は，コンピュータの能力が人間の能力を上回る技術

的な転換点が来るという予測があること，それに伴

って，私たちの仕事や生活に，現在の常識を覆すよ

うな変化がもたらされる可能性があることを背景と

すること，加えてグローバル化が一人一人に押し寄

せるため，これからの時代を生きる人たちに必要な
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＜表１ 新学習指導要領（特に「資質・能力」）に関する議論の相関表＞（筆者作成） 
教育再生実行会議 中央教育審議会

●第 25 回＜2014（平成 26）年 9 月 17 日＞
 ※この会議から第 2 段階に入っていくという表現で委員に 2 人が追加
 ※また，分科会を開催することを決定
教育再生実行会議分科会の第 1 分科会が始まる
【以降，実行会議：●，第１分科会：▽で表示】
▽第 1 回＜2014（平成 26）年 10 月 24 日＞
 ※イノベーションを創出する人材や起業家， ICT を活用した教育方法の転

換などが具体的な検討課題
●第 26 回＜2014（平成 26）年 10 月 28 日＞
 ※分科会の議論の状況を確認
▽第 2 回＜2014（平成 26）年 11 月 17 日＞
 ※前回に引き続きの議論 .
 ※下村文科大臣（当時）より
「11 月 20 日の中教審総会において学習指導要領の改訂について諮問を行い，
これからの時代に求められる能力をどう育成していくか，新たな教科を設け
るかどうかだけではなく，既存の教科も含めた抜本的な検討を行っていただ
きたいということで文科省で準備をしている .」ということで，諮問より前に
会議で言っている .

▽第 3 回＜2014（平成 26）年 12 月 16 日＞
 ※大学改革やグローバス人材育成について議論
（※加戸委員の発言）
「委員の中で恐らく戦前の小学校教育を受けたのは私１人なので，戦前のよ
い点も紹介するのが私の役割と思っている .」
▽第 4 回＜2015（平成 27）年 1 月 27 日＞
 ※アクティブラーニングについて議論
 ※経済産業省からのヒアリング（平井大臣官房審議官：経済社会政策担当）

ここで「破壊的技術」のことに言及している .人工知能のことも .産業構造
的観点から見た意見を言っている .

●第 27 回＜2015（平成 27）年 1 月 28 日＞
 ※第六次提言に向けての検討
▽第 5 回＜2015（平成 27）年 2 月 17 日＞
 ※教員養成の改革について
 ※提言骨子案の審議
●第 28 回＜2015（平成 27）年 3 月 4 日＞
 ※第六次提言がとりまとめられた .
 ※第四次提言のフォローアップ（つまり，中教審の答申の確認）
▽第 6 回＜2015（平成 27）年 4 月 7 日＞
 ※第七次提言のとりまとめ（1 回目）
●第 29 回＜2015（平成 27）年 4 月 7 日＞
 ※第 1 分科会との合同開催だった .
▽第 7 回＜2015（平成 27）年 4 月 22 日＞
 ※第七次提言のとりまとめ（2 回目）
 ※下村文科大臣の発言
「本提言案はどれだけ科学技術が進歩しても人間に必要な資質とは何であ
り，その資質を教育によっていかに培っていくか .その教育を実践できる教師
をいかに養成・確保していくか .教育の本質的な課題についての具体的な改革
が盛り込まれている（後略）」
●第 30 回＜2015（平成 27）年 5 月 14 日＞
 ※第七次提言がとりまとめられた .
 ※下村文科大臣（当時）の発言
「私からも第七次提言の取りまとめに当たり，一言御挨拶を申し上げる .今回
の提言を受け，私としては，具体的な取組を速やかに進めてまいりたい.
第１点に，これからの時代に求められる資質・能力の育成について，中教審
にしっかりと説明した上で，それを踏まえて審議を行っていただき，次期学
習指導要領等の改訂を着実に実施してまいりたい .
第２点として，ICT 活用による学びの推進について，地方財政措置を活用し
た環境整備の促進，ICT 支援員の養成・配置等，必要な予算について，早速，
来年度の概算要求に盛り込みたい .
３点目に，教師の育成指標の策定や，国としての教師の採用・研修拠点の整
備について，今回の提言を踏まえ，今後，中教審の議論等を加速していただ
きながら，今年中に答申をいただき，必要な制度改正を実施してまいりたい .」

★中央教育審議会（第 95 回）
「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）」
＜2014（平成 26）年 11 月 20 日＞
★初等中等教育分科会（第 94 回）
＜2014（平成 26）年 11 月 27 日＞
 ※諮問を受けて最初の検討（ただし，議題はほかにも 2 つある）
★教育課程部会（第 90 回）
＜2014（平成 26）年 12 月 4 日＞
 ※諮問を受けた後の，教育課程部会としての検討

☆教育課程部会 企画特別部会
＜2015（平成 27）年 1 月 29 日～2016（平成 28）年 12 月 6 日＞
※このうち，第 14 回会議＜2015（平成 27）年 8 月 20 日＞までの議論で「論
点整理」が出されている .それ以降は，「論点整理を踏まえた教育課程の改善・
充実について」や「次期学習指導要領改訂に向けたこれまでの審議のまとめ
（案）」，「「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」に関する
関係団体からの意見聴取」，「OECD 生徒の学習到達度調査（PISA2015）等の
結果について」といった審議がなされている .

★教育課程部会（第 92 回）
＜2015（平成 27）年 4 月 20 日＞
 ※意見交換が行われる .（この日も他に 2 つの議題あり）

★教育課程部会（第 93 回）
＜2015（平成 27）年 6 月 22 日＞
 ※意見交換（他に１つ議題）
★初等中等教育分科会（第 99 回）
＜2015（平成 27）年 7 月 16 日＞
 ※審議状況の確認（他 4 議題）
★教育課程部会（第 94 回）
＜2015（平成 27）年 7 月 28 日＞
 ※「論点整理のイメージ（たたき台）（案）」について
★教育課程部会（第 95 回）
＜2015（平成 27）年 8 月 26 日＞
 ※審議を進める .
◆「教育課程企画特別部会における論点整理について（報告）」が出される .
＜2015(平成 27)年 8 月 26 日＞
★初等中等教育分科会（第 100 回）
＜2015（平成 27）年 9 月 14 日＞
 ※学習指導要領改訂の議論報告（他 4 議題）
★教育課程部会（第 96 回）
＜2016（平成 28）年 4 月 20 日＞
 ※「論点整理」を受けた，学校段階別・教科等別ワーキンググループ等の
検討状況について意見交換（他 2 議題）
★教育課程部会（第 97 回）
＜2016（平成 28）年 7 月 19 日＞
 ※論点整理を踏まえた教育課程の改善・充実について意見交換（中心議題
となっている）
★教育課程部会（第 98 回）
＜2016（平成 28）年 8 月 26 日＞
 ※次期指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ（案）の審議
★初等中等教育分科会（第 106 回）
＜2016（平成 28）年 9 月 12 日＞
 ※次期学習指導要領審議のまとめについて（他 5 議題）
★教育課程部会（第 99 回）
＜2016（平成 28）年 10 月 26 日＞
 ※「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」に係る意見聴
取の結果等について
★教育課程部会（第 100 回）
＜2016（平成 28）年 11 月 21 日＞
 ※「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」に関する関係
団体からの意見聴取の結果等について，答申に向けた意見交換
★教育課程部会（第 101 回）
＜2016（平成 28）年 12 月 8 日＞
 ※答申（案）について意見交換
★初等中等教育分科会（第 111 回）
＜2017（平成 29）年 4 月 18 日＞
 ※幼稚園教育要領，小・中学校学習指導要領への意見交換（他 4 議題）
★教育課程部会（第 102 回）
＜2017（平成 29）年 4 月 24 日＞
 ※「学習指導要領に関する報告
★教育課程部会（第 103 回）
＜2017（平成 29）年 10 月 26 日＞
 ※特別支援学校幼稚部教育要領，特別支援学校小学部・中学部学習指導要
領について，小・中学校学習指導要領の移行措置について，学習指導要領の
趣旨の周知に向けた取り組みについて意見交換
★初等中等教育分科会（第 113 回）
＜2017（平成 29）年 8 月 22 日＞
 ※特別支援学校小学部・中学部学習指導要領についての意見交換（他 3 議
題）
★教育課程部会（第 104 回）
＜2016（平成 28）年 10 月 26 日＞
 ※「時期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」に係る意見聴
取の結果等について
★初等中等教育分科会（第 117 回）
＜2018（平成 30）年 5 月 15 日＞
 ※高等学校学習指導要領の改訂について意見交換（他 2 議題）
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資質や，それを育む教育を実践できる教師育成につ

いて議論を重ねたものとされている．

 第七次提言でまとめられている「資質・能力」は，

「想定外の事象や未知の事象に対しても，持てる力

を総動員して主体的に解決していこうとする力を培

っていくことが必要」と前置きしたうえで，

①主体的に課題を発見し，解決に導く力，志，リー

ダーシップ

②創造性，チャレンジ精神，忍耐力，自己肯定感

③感性，思いやり，コミュニケーション能力，多様

性を受容する力

の 3 点が示されている．そして，この 3 点の「資質・
能力」を子どもたちに培うために必要な内容として， 

①アクティブ・ラーニングの推進，世界に伍する教

育体制の確立

②ＩＣＴ活用による学びの環境の革新と情報活用能

力の育成

③新たな価値を生み出す創造性，起業家精神の育成

④特に優れた才能を有する人材の発掘・育成

という 4 点が示された． 

示されているものは，個別具体的に見れば必要か

もしれないと思えるような内容もある．しかし，「想

定外の事象や未知の事象」に対応できるよう，志を

持ち，リーダーシップをとれるような「資質・能力」

をつけるという全体の文脈から考えると，リーダー

シップをとれる人とそうでない人という序列化を行

い，今の子どもたちを階層化し，格差をつけるよう

な内容にならないか危惧される．何より，教育の内

容が，見通しのつかない将来に向けてイノベーショ

ンができたり起業できたりするという意味でのリー

ダーシップが謳われており，経済政策のための人材

育成として示されていることが分かる． 

 ここでの議論内容は，表 1 に示すように教育再生

実行会議第 1 分科会の第 2 回会議において，下村文

部科学大臣（当時）の発言の通り，中央教育審議会

の議論へ引き継がれていく 13． 

（２）教育再生実行会議を受けた中央教育審議会

 先述の通り，先行する教育再生実行会議の議論を

引き継ぐように中央教育審議会での議論が始められ

ている． 

2014（平成 26）年 11 月 20 日の中央教育審議会（第

95 回）において諮問されている．諮問に際して，丹

羽文部科学副大臣（当時）は，「子供たちが成人して

社会で活躍する頃には，社会構造や雇用環境は大き

く変化し，厳しい挑戦の時代を迎えていると予想さ

れます．」という，教育再生実行会議でも主張されて

きた将来の社会情勢に対応するための教育改革であ

ることと，「特に，本日も高大接続改革について答申

案の御審議を頂きますが，この高大接続改革は，単

なる大学入学者選抜の改革にとどまらず，我が国の

教育全体の大改革につながるものであると認識いた

しております．」と明言している．さらに，「一人一

人が将来に夢や希望を持ち，主体的に，積極的にチ

ャレンジしながら，自らの可能性を伸ばし，国家と

社会の形成者として充実した人生を歩む上で必要な

力を育むためには，初等中等教育，大学入学者選抜，

大学教育を一貫した方向性のもと，一体的に改革す

ることが求められています．初等中等教育の教育課

程についても，こうした観点から既存の教科・科目

の見直しを含め抜本的に改革し，新たな在り方を構

築していく必要があります．」とも述べ、大学入学者

選抜の改革と学習指導要領改訂が一体のものとして

いる 14． 

こうした発言からは，教育再生実行会議で議論さ

れた予測のできない未来において，我が国の経済発

展を支えていける人材育成を基盤とされた諮問がな

されていることが分かる．学習指導要領改訂に際し

て，文部科学省は図 1 に示すような過程で告示にい

たってきたことをホームページに示していた． 

＜図 1「学習指導要領ができるまで」平成 23 年 2 月登録

の文部科学省ホームページより引用 15＞ 

今回の改訂の議論過程は，これまでと違う＜教育

再生実行会議⇒中央教育審議会＞という変遷をたど

り，国力増強のためにより効果的な高大接続を目指

した教育改革につながる内容が目指されていること

が分かる． 
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資質や，それを育む教育を実践できる教師育成につ

いて議論を重ねたものとされている．

 第七次提言でまとめられている「資質・能力」は，

「想定外の事象や未知の事象に対しても，持てる力

を総動員して主体的に解決していこうとする力を培

っていくことが必要」と前置きしたうえで，

①主体的に課題を発見し，解決に導く力，志，リー

ダーシップ

②創造性，チャレンジ精神，忍耐力，自己肯定感

③感性，思いやり，コミュニケーション能力，多様

性を受容する力

の 3 点が示されている．そして，この 3 点の「資質・
能力」を子どもたちに培うために必要な内容として， 

①アクティブ・ラーニングの推進，世界に伍する教

育体制の確立

②ＩＣＴ活用による学びの環境の革新と情報活用能

力の育成

③新たな価値を生み出す創造性，起業家精神の育成

④特に優れた才能を有する人材の発掘・育成

という 4 点が示された． 

示されているものは，個別具体的に見れば必要か

もしれないと思えるような内容もある．しかし，「想

定外の事象や未知の事象」に対応できるよう，志を

持ち，リーダーシップをとれるような「資質・能力」

をつけるという全体の文脈から考えると，リーダー

シップをとれる人とそうでない人という序列化を行

い，今の子どもたちを階層化し，格差をつけるよう

な内容にならないか危惧される．何より，教育の内

容が，見通しのつかない将来に向けてイノベーショ

ンができたり起業できたりするという意味でのリー

ダーシップが謳われており，経済政策のための人材

育成として示されていることが分かる． 

 ここでの議論内容は，表 1 に示すように教育再生

実行会議第 1 分科会の第 2 回会議において，下村文

部科学大臣（当時）の発言の通り，中央教育審議会

の議論へ引き継がれていく 13． 

（２）教育再生実行会議を受けた中央教育審議会

 先述の通り，先行する教育再生実行会議の議論を

引き継ぐように中央教育審議会での議論が始められ

ている． 

2014（平成 26）年 11 月 20 日の中央教育審議会（第

95 回）において諮問されている．諮問に際して，丹

羽文部科学副大臣（当時）は，「子供たちが成人して

社会で活躍する頃には，社会構造や雇用環境は大き

く変化し，厳しい挑戦の時代を迎えていると予想さ

れます．」という，教育再生実行会議でも主張されて

きた将来の社会情勢に対応するための教育改革であ

ることと，「特に，本日も高大接続改革について答申

案の御審議を頂きますが，この高大接続改革は，単

なる大学入学者選抜の改革にとどまらず，我が国の

教育全体の大改革につながるものであると認識いた

しております．」と明言している．さらに，「一人一

人が将来に夢や希望を持ち，主体的に，積極的にチ

ャレンジしながら，自らの可能性を伸ばし，国家と

社会の形成者として充実した人生を歩む上で必要な

力を育むためには，初等中等教育，大学入学者選抜，

大学教育を一貫した方向性のもと，一体的に改革す

ることが求められています．初等中等教育の教育課

程についても，こうした観点から既存の教科・科目

の見直しを含め抜本的に改革し，新たな在り方を構

築していく必要があります．」とも述べ、大学入学者

選抜の改革と学習指導要領改訂が一体のものとして

いる 14． 

こうした発言からは，教育再生実行会議で議論さ

れた予測のできない未来において，我が国の経済発

展を支えていける人材育成を基盤とされた諮問がな

されていることが分かる．学習指導要領改訂に際し

て，文部科学省は図 1 に示すような過程で告示にい

たってきたことをホームページに示していた． 

＜図 1「学習指導要領ができるまで」平成 23 年 2 月登録

の文部科学省ホームページより引用 15＞ 

今回の改訂の議論過程は，これまでと違う＜教育

再生実行会議⇒中央教育審議会＞という変遷をたど

り，国力増強のためにより効果的な高大接続を目指

した教育改革につながる内容が目指されていること

が分かる． 

澤田淳太郎・三木裕和：2017年告示学習指導要領における特別支援教育の「資質・能力」

＜図 2「第７期中央教育審議会初等中等教育分科会における検討体制」教育課程部会 教育課程企画特別部会（第 1 回） 

配付資料の資料４より引用 16＞ 
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なお，2017 年告示学習指導要領の改訂では，教育 

課程部会の設置された教育課程企画特別部会におい

て最初に審議を行われている（図 2）．そこでは「論

点整理」という形で，2017 年告示学習指導要領で目

指す育成すべき資質・能力の方向性を決めている．

この点について，加藤（2018）は 2017 年告示学習指

導要領の特徴として「下から作りあげていない」こ

とを指摘している．すなわち，「今回は教科担当者に

投げかける前に論点整理というかたちで学習指導要

領の構造を変えるというワンステップを置いて各教

科の担当に投げられました」ということである 17． 

 

３．特別支援教育分野での議論の特徴 

 本章では，ここまで示した議論の流れの中で，特

別支援教育についてどのように検討されたのかを見

ていく． 

（１）「第七次提言」における特別支援教育の議論 

 まず，中央教育審議会の議論を方向付けた教育再

生実行会議の議論に注目する．「第七次提言」の中で

特別支援教育について語られているのは，提言の「２．

これからの時代を見据えた教育内容・方法の革新 ～

求められる資質・能力を教育によっていかに培うか

～」における「発達障害のある子供や不登校の子供

に十分な学びの機会が確保され，自己肯定感を高め

られるようにすることが重要であり，通常の学級に

在籍するこうした子供たちへの支援や周囲の子供た

ちの理解を促進するための教育のほか，国における

就学義務や経済的支援の在り方などに関する検討の

結果を踏まえて，フリースクール等における多様な

学びを支援する．その中には，将来，大きく開花す

る可能性を秘めた，優れた才能を持つ者もおり，こ

うした子供たちの潜在的な才能を見出して伸ばす取

組を支援する．」とされている部分と，「３．教師に

優れた人材が集まる改革～教育の革新を実践できる

人材に教壇に立ってもらうために～」における，「教

師の養成・採用・研修の各段階を通じて，教師の能

力形成を体系的に支援するため，国，地方公共団体，

大学等が協働して，教師がキャリアステージに応じ

て標準的に修得することが求められる能力の明確化

を図る育成指標を策定する．その際，英語教育，特

別支援教育，アクティブ・ラーニングや効果的なＩ

ＣＴの活用等の指導方法の改善，地域と連携した学

校運営などの新たな課題に対応した内容とすること

が不可欠である．」という部分であった 18． 

 では，どのように議論されて，「第七次提言」でこ

のように表記されたのであろうか．「第七次提言」は，

表１に示した教育再生実行会議の第１分科会（「これ

からの時代に求められる 能力を飛躍的に高めるた

めの教育の革新」が検討テーマ）で議論されていた．

そこで，主に第１分科会の議事録を確認した．その

議論は，大学における特別支援教育まで含めた教員

養成機能の必要性や，障害のある子への ICT の効果

的な学習活用，オリンピック・パラリンピックに向

けた学習についてであった．第１分科会の議事録か

らは「第七次提言」で示された内容すべてが出てこ

なかったため，他の分科会も調査した．すると，第

２分科会（「生涯現役・全員参加型社会の実現や地域

創生のための教育の在り方」が検討テーマ）におい

て話題に上っていた．そこでは，発達障害が増えて

いることに言及しながら，なるべく地域の学校で障

害のある子もない子も一緒に学ぶことが望ましいと

いう論調になっている．また，「ギフテッド」として

「発達障害は，ある場面においての能力は非常に高

いということがある」ことにも言及されている．こ

の意見は，「第七次提言」で触れられている内容と合

致している．障害のある人にも目を向ける必要があ

るという意味では貴重な意見がなされているかもし

れないが，どちらかと言うと発達障害の人への対応

に主眼が置かれている 19．障害のある人たちは固有

の困難を有しており，独自の教育課程の検討が必要

であることを考えると，より障害児教育の目線に立

った検討が必要であろう． 

 

（２）論点整理までの議論 

 上記のような教育再生実行会議の議論を経て，特

別支援教育について中央教育審議会の論点整理まで

にどのような議論がなされているか調査した．先に

述べたように，中央教育審議会の教育課程部会教育

課程企画特別部会（以下，企画特別部会）の議論を

中心に，関連する教育課程部会や中央教育審議会本

会の議論も確認した．なお，企画特別部会は全部で

26 回会議が設けられているが，論点整理は 14 回会

議までの議論でまとめられているため，その間の特

別支援教育に関する議論に注目してみる 20． 

 議論の過程を追ってみると次にあげるような特徴

が見られた． 

 

①「発達障害」支援に偏る議論 

 特別支援教育に関して，「全国での特別支援学校で

子供があふれているという状況」であることを指摘

した後，「障害種別の指導は言うまでもなく大事です

し，何らかの生得的な課題があればあるほどより高

度で専門性の高い指導が必要なことは言うまでもあ

りません．」としながらも，「通常学級内にいる教育
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なお，2017 年告示学習指導要領の改訂では，教育 

課程部会の設置された教育課程企画特別部会におい

て最初に審議を行われている（図 2）．そこでは「論

点整理」という形で，2017 年告示学習指導要領で目

指す育成すべき資質・能力の方向性を決めている．

この点について，加藤（2018）は 2017 年告示学習指

導要領の特徴として「下から作りあげていない」こ

とを指摘している．すなわち，「今回は教科担当者に

投げかける前に論点整理というかたちで学習指導要

領の構造を変えるというワンステップを置いて各教

科の担当に投げられました」ということである 17． 

 

３．特別支援教育分野での議論の特徴 

 本章では，ここまで示した議論の流れの中で，特

別支援教育についてどのように検討されたのかを見

ていく． 

（１）「第七次提言」における特別支援教育の議論 

 まず，中央教育審議会の議論を方向付けた教育再

生実行会議の議論に注目する．「第七次提言」の中で

特別支援教育について語られているのは，提言の「２．

これからの時代を見据えた教育内容・方法の革新 ～

求められる資質・能力を教育によっていかに培うか

～」における「発達障害のある子供や不登校の子供

に十分な学びの機会が確保され，自己肯定感を高め

られるようにすることが重要であり，通常の学級に

在籍するこうした子供たちへの支援や周囲の子供た

ちの理解を促進するための教育のほか，国における

就学義務や経済的支援の在り方などに関する検討の

結果を踏まえて，フリースクール等における多様な

学びを支援する．その中には，将来，大きく開花す

る可能性を秘めた，優れた才能を持つ者もおり，こ

うした子供たちの潜在的な才能を見出して伸ばす取

組を支援する．」とされている部分と，「３．教師に

優れた人材が集まる改革～教育の革新を実践できる

人材に教壇に立ってもらうために～」における，「教

師の養成・採用・研修の各段階を通じて，教師の能

力形成を体系的に支援するため，国，地方公共団体，

大学等が協働して，教師がキャリアステージに応じ

て標準的に修得することが求められる能力の明確化

を図る育成指標を策定する．その際，英語教育，特

別支援教育，アクティブ・ラーニングや効果的なＩ

ＣＴの活用等の指導方法の改善，地域と連携した学

校運営などの新たな課題に対応した内容とすること

が不可欠である．」という部分であった 18． 

 では，どのように議論されて，「第七次提言」でこ

のように表記されたのであろうか．「第七次提言」は，

表１に示した教育再生実行会議の第１分科会（「これ

からの時代に求められる 能力を飛躍的に高めるた

めの教育の革新」が検討テーマ）で議論されていた．

そこで，主に第１分科会の議事録を確認した．その

議論は，大学における特別支援教育まで含めた教員

養成機能の必要性や，障害のある子への ICT の効果

的な学習活用，オリンピック・パラリンピックに向

けた学習についてであった．第１分科会の議事録か

らは「第七次提言」で示された内容すべてが出てこ

なかったため，他の分科会も調査した．すると，第

２分科会（「生涯現役・全員参加型社会の実現や地域

創生のための教育の在り方」が検討テーマ）におい

て話題に上っていた．そこでは，発達障害が増えて

いることに言及しながら，なるべく地域の学校で障

害のある子もない子も一緒に学ぶことが望ましいと

いう論調になっている．また，「ギフテッド」として

「発達障害は，ある場面においての能力は非常に高

いということがある」ことにも言及されている．こ

の意見は，「第七次提言」で触れられている内容と合

致している．障害のある人にも目を向ける必要があ

るという意味では貴重な意見がなされているかもし

れないが，どちらかと言うと発達障害の人への対応

に主眼が置かれている 19．障害のある人たちは固有

の困難を有しており，独自の教育課程の検討が必要

であることを考えると，より障害児教育の目線に立

った検討が必要であろう． 

 

（２）論点整理までの議論 

 上記のような教育再生実行会議の議論を経て，特

別支援教育について中央教育審議会の論点整理まで

にどのような議論がなされているか調査した．先に

述べたように，中央教育審議会の教育課程部会教育

課程企画特別部会（以下，企画特別部会）の議論を

中心に，関連する教育課程部会や中央教育審議会本

会の議論も確認した．なお，企画特別部会は全部で

26 回会議が設けられているが，論点整理は 14 回会

議までの議論でまとめられているため，その間の特

別支援教育に関する議論に注目してみる 20． 

 議論の過程を追ってみると次にあげるような特徴

が見られた． 

 

①「発達障害」支援に偏る議論 

 特別支援教育に関して，「全国での特別支援学校で

子供があふれているという状況」であることを指摘

した後，「障害種別の指導は言うまでもなく大事です

し，何らかの生得的な課題があればあるほどより高

度で専門性の高い指導が必要なことは言うまでもあ

りません．」としながらも，「通常学級内にいる教育
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的ニーズのある児童生徒のことを踏まえれば，教師

の教育観のパラダイムシフト，そこに基づく組織経

営や指導法，評価の多様性の導入は必至」であると

議論が進められている．「12 年に出されましたけれ
ども，実際に 4.5％の子供たちが通常の学び方では
学べないというところで義務教育の中にいる」こと

も示しながら，「特別支援学校の学習指導要領と小・

中学校の学習指導要領が非常に分断されているなと

いうのを常に感じています．やはり文部科学省のお

っしゃっているように連続的な学びというのを保障

するには，その辺を両者が一緒に考える場というの

を是非どこかでつくっていただいて，議論していた

だけたら」という発言もある．通常の学級に在籍す

る発達障害の子どもたちに対応した教育課程編成に

主眼を置いた議論が展開されていることが分かる．

 

②能力の高い「発達障害」への支援 

 その後の議論の中では，「教育的ニーズに応じて指

導すれば，ノーベル賞を取るような学者になったり，

作家さんになったり，スピルバーグだって，最近，

ディスレクシアだとカミングアウトしましたけれど

も，起業家になったりとか，そういうことが実際に

ある」ことや，「学習障害のある子供，あるいは可能

性のある子供，あるいは未学習で訓練を受けてこな

かった子供のトレーニングを早くやることによって，

落ちこぼさないようにしているところがあります」

といったことが言及されている．これらの発言から

は，発達障害やグレーゾーンとされる児童生徒の中

に，「ノーベル賞をとるような」人や「起業家になっ

たり」する人がおり，その力をいかんなく発揮でき

るようにするためにも，社会適応や社会参加が難し

くなる状態にならないための「トレーニング」をす

る必要性を訴えている．将来才能を発揮するであろ

う能力のある発達障害や近い状態の児童生徒への支

援が議論の中心となっていた． 

 なお，これらの議論の中で，鈴木大臣補佐官（当

時）が PISA の結果に触れ，「34 か国中，科学的リテ

ラシーは 1 番ですし，読解力は 1 番ですし，数学力

は 2 番で」あり，「OECD・PISA ショックを乗り越え

て」おり，「幼・小・中については復活した」としな

がら，一方で「OECD の大事なメッセージは，引き続

き現場の努力にかかわらず，我が国の 15 歳段階の学

ぶ意欲というのはワースト 2 であるということ，こ

ちらのメッセージをどう酌み取るかということが，

恐らく一番大事なことの一つ」とされている．教育

の成果として PISA の結果を意識していることが伝

わってくる． 

③特別支援教育と小中学校の教育課程の連続性 

 次に「論点整理」において，特別支援教育と小中

学校の教育課程の連続性を求められていることにつ

いてである．この連続性が求められる発端と考えら

れる議論は，企画特別部会の第 7 回会議から第 9 回

会議（「高等学校の教育課程等に関して改革が必要な

事項について（意見交換）」が議題）の中で見られた． 

 第 7 回会議において事務局から「全ての学校が急

に発達障害を含めた子供たちが在籍する可能性があ

ることを前提として，どのような対応を考えていく

べきかということでございます．」という問題提起か

ら議論が始まっている．議論の中では，「18 歳にお

いて身に付けておくべき必要な力を，通常学校にい

る特別支援が必要な子どもや，診断はなくても教育

的ニーズのある子供たちにも高校の段階で付けてい

くことをしっかりと視野に入れる必要がある」とい

った発言があった．これらは高等学校入試に関わる

観点で，特別支援学校と小・中学校との連続性や，

発達障害のある生徒や特別支援学校在籍生徒の 18

歳までにつけるべき力の明確化の必要性を求めてい

る． 

 続いて，事務局から「創造性，起業家精神の育成

ということで，一部の子供たちということではなく，

どのような立場にあっても社会で活躍するためには

こういった力が求められ」，「優れた才能を有する人

材の発掘・育成ということでは，発達障害のある子

供や不登校の子供を含め，多様な学びの機会が保障

されることが必要である」と提起されている．その

後，「能力が高くて一般の高等学校の教育レベルを超

えてしまう子供たちに対してもやっぱり特別な支援

をするという考え方もあるわけです．」といった特別

支援教育が能力の突出して高い生徒への対応をして

いく必要があるという意見も出されている． 

 これらの企画特別部会での検討内容は第 93 回教

育課程部会において報告されている．同会の議論の

中では「従来の学校教育法の改正以前の特殊教育の

ときからずっと続いている，障害を持っているお子

さん，はっきりと障害を持っているお子さんのため

の個人教育」と「グレーゾーンと言われている，通

常の学級にいて，普通の小・中学校にいて，あるい

は高校，あるいは大学にもいますけれども，そうい

う児童生徒の中にある特別支援教育」とを，はっき

り「二つに分けて考える必要がある」とした上で，

「通常のグレーゾーンと言われている，障害がある

かないか，はっきりと分からない，診断がほとんど

ないというお子さんたちを中心とするところの教

育」の充実の必要性を訴えつつ，「教育課程が特別な
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教育課程と通常の教育課程が全く切り離されてしま

っている，連続的でないというところから，より柔

軟で連続的なものに変わっていくということを期待

したい」いう意見が出されている． 

ここまで見てきた意見からは，先述した能力の高

い「発達障害」への支援充実と関連し，さらに高等

学校入試に向けて，特別支援教育と小中学校の教育

課程の連続性が求められていることが分かる． 

 

④整理されていない「資質・能力」と求められる連

続性 

 ここまでの議論を受けて，2017 年告示学習指導要

領が「教科の体系を習得していくという意味合いが

強かったものから，社会活動への参加という感じが

出てきて，私はそれは非常にいいことだと思います．

これは，文部科学省が言ってきた生きる力，内閣府

での人間力，経済産業省でしたら社会人基礎力とか，

この一連の流れの中にあるものだと思っています．」

という感想が述べられている．また，論点整理に向

けた事務局の提案に対して，「『各学校段階の教育課

程の基本的な枠組み』というタイトルが付いている」

部分について，「こうやって各校種ごとに書くのであ

れば，そこの段階で必要な資質・能力のようなこと

を，ある程度例示をするとかしないとイメージが付

きにくい」という指摘されている．それに対し，事

務局は「ここがなかなか分かりにくいことの原因は，

おっしゃるとおり，資質・能力が具体的にまだ整理

をされていないと．これは，秋以降，小学校部会，

中学校部会，高校部会の中で，まさにこのお題を出

していただいた検討の方向性に従って整理をしてい

くと．（傍線筆者）そういう意味で，学校種ごとにき

ちっとお題を出していただくことも併せて必要にな

りますので，接続と両方をしっかり見えるように工

夫を，御相談させていただければと思います．」と返

答している．「資質・能力」が整理されていない中で

議論が進んでいたのである． 

 さらに，「論点整理」がまとめられる段階で，再度

「次期学習指導要領改訂に向けた検討体制の中では，

どのように実際に，具体的に特別支援学校のカリキ

ュラムと，それを幼小中高に存在する 4.5％の学べ

ない子供たちに考えなければならない特別な教育課

程にどう反映させていくのか．」という発言にみられ

るように，特別支援学校と小中高等学校の教育課程

の連続性が求められている． 

その後，まとまった「論点整理」について，教育

課程部会（第 95 回）で意見交換がなされている．そ

の中で，「インクルーシブ教育システムの構築のため

の特別支援教育の推進というところで，通常の学級，

通級による指導，特別支援学級，特別支援学校とい

った，連続性のある『多様な学びの場』おいて，子

供たちの十分な学びを確保していく必要がある」こ

とに関連して，「実際に特別支援学校の指導要領とい

うのがありますが，それが通常，幼小中高の学習指

導要領とどのように有機的に関連付けられていくの

かということをきちんと担保していかなければなら

ない」こと，「はっきりと明確な障害がある特別支援

学校の学習指導要領を参考にして，グレーゾーンに

ある，はっきりしない幼児，児童生徒のための特別

な教育課程をどのように組んだらいいのかという，

そこの連続性がどうも私には見えてこない」ことが

指摘され，連続性を明確にしていくことを求められ

ている． 

 

⑤「特別支援学校」と「特別支援教育」の問題は別

物 

 続いて，初等中等教育分科会（第 100 回）におい

て議論がなされている．ここでは，「特別支援学校の

問題」と「教育課題としての特別支援教育」を分け

て考えるべきという意見が出ている．前者は，「近年

特に高等部生徒数の増加とありますが，これは通常

の小・中学校の中で学べなかった子供たちが，以前

はあり得なかったような軽度の子供までが特別支援

学校の高等部に入っているという状況が，特に都市

部では見られます．そのために特別支援学校の狭あ

い化というような様々な問題が生じていますけれど

も，この子たちは職業を持って将来自立できる，社

会参加できる子供たちがたくさん含まれておりまし

て，このことについて，現在の特別支援学校がどの

くらい対応できる教育課程を持っているのか，ある

いは指導をしているのかということが問題にされて

いる」としている．後者は，「特に一人一人の学び方

の違いによって個別の指導計画を立てることという

観点を，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，全て

の教育課程の底に横に流れるものとしてきちんと位

置付けていただきたい」としている．その上で，「こ

の二つのことは，同じ視点では捉えられないと思い

ますので，できれば項目を分けて書き直していただ

きたい」と指摘しているのである． 

 この指摘は，対応されていなかった通常学級に在

籍するニーズを有する児童生徒への対応として必要

な面はあるかもしれない．しかし，特別支援学校と

特別支援教育の問題を分けて考えることになると，

障害の重い児童生徒と，労働力になる児童生徒との

間で教育システムの分断が行われることにならない
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教育課程と通常の教育課程が全く切り離されてしま

っている，連続的でないというところから，より柔

軟で連続的なものに変わっていくということを期待

したい」いう意見が出されている． 

ここまで見てきた意見からは，先述した能力の高

い「発達障害」への支援充実と関連し，さらに高等

学校入試に向けて，特別支援教育と小中学校の教育

課程の連続性が求められていることが分かる． 

 

④整理されていない「資質・能力」と求められる連

続性 

 ここまでの議論を受けて，2017 年告示学習指導要

領が「教科の体系を習得していくという意味合いが

強かったものから，社会活動への参加という感じが

出てきて，私はそれは非常にいいことだと思います．

これは，文部科学省が言ってきた生きる力，内閣府

での人間力，経済産業省でしたら社会人基礎力とか，

この一連の流れの中にあるものだと思っています．」

という感想が述べられている．また，論点整理に向

けた事務局の提案に対して，「『各学校段階の教育課

程の基本的な枠組み』というタイトルが付いている」

部分について，「こうやって各校種ごとに書くのであ

れば，そこの段階で必要な資質・能力のようなこと

を，ある程度例示をするとかしないとイメージが付

きにくい」という指摘されている．それに対し，事

務局は「ここがなかなか分かりにくいことの原因は，

おっしゃるとおり，資質・能力が具体的にまだ整理

をされていないと．これは，秋以降，小学校部会，

中学校部会，高校部会の中で，まさにこのお題を出

していただいた検討の方向性に従って整理をしてい

くと．（傍線筆者）そういう意味で，学校種ごとにき

ちっとお題を出していただくことも併せて必要にな

りますので，接続と両方をしっかり見えるように工

夫を，御相談させていただければと思います．」と返

答している．「資質・能力」が整理されていない中で

議論が進んでいたのである． 

 さらに，「論点整理」がまとめられる段階で，再度

「次期学習指導要領改訂に向けた検討体制の中では，

どのように実際に，具体的に特別支援学校のカリキ

ュラムと，それを幼小中高に存在する 4.5％の学べ

ない子供たちに考えなければならない特別な教育課

程にどう反映させていくのか．」という発言にみられ

るように，特別支援学校と小中高等学校の教育課程

の連続性が求められている． 

その後，まとまった「論点整理」について，教育

課程部会（第 95 回）で意見交換がなされている．そ

の中で，「インクルーシブ教育システムの構築のため

の特別支援教育の推進というところで，通常の学級，

通級による指導，特別支援学級，特別支援学校とい

った，連続性のある『多様な学びの場』おいて，子

供たちの十分な学びを確保していく必要がある」こ

とに関連して，「実際に特別支援学校の指導要領とい

うのがありますが，それが通常，幼小中高の学習指

導要領とどのように有機的に関連付けられていくの

かということをきちんと担保していかなければなら

ない」こと，「はっきりと明確な障害がある特別支援

学校の学習指導要領を参考にして，グレーゾーンに

ある，はっきりしない幼児，児童生徒のための特別

な教育課程をどのように組んだらいいのかという，

そこの連続性がどうも私には見えてこない」ことが

指摘され，連続性を明確にしていくことを求められ

ている． 

 

⑤「特別支援学校」と「特別支援教育」の問題は別

物 

 続いて，初等中等教育分科会（第 100 回）におい

て議論がなされている．ここでは，「特別支援学校の

問題」と「教育課題としての特別支援教育」を分け

て考えるべきという意見が出ている．前者は，「近年

特に高等部生徒数の増加とありますが，これは通常

の小・中学校の中で学べなかった子供たちが，以前

はあり得なかったような軽度の子供までが特別支援

学校の高等部に入っているという状況が，特に都市

部では見られます．そのために特別支援学校の狭あ

い化というような様々な問題が生じていますけれど

も，この子たちは職業を持って将来自立できる，社

会参加できる子供たちがたくさん含まれておりまし

て，このことについて，現在の特別支援学校がどの

くらい対応できる教育課程を持っているのか，ある

いは指導をしているのかということが問題にされて

いる」としている．後者は，「特に一人一人の学び方

の違いによって個別の指導計画を立てることという

観点を，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，全て

の教育課程の底に横に流れるものとしてきちんと位

置付けていただきたい」としている．その上で，「こ

の二つのことは，同じ視点では捉えられないと思い

ますので，できれば項目を分けて書き直していただ

きたい」と指摘しているのである． 

 この指摘は，対応されていなかった通常学級に在

籍するニーズを有する児童生徒への対応として必要

な面はあるかもしれない．しかし，特別支援学校と

特別支援教育の問題を分けて考えることになると，

障害の重い児童生徒と，労働力になる児童生徒との

間で教育システムの分断が行われることにならない
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か危惧される． 

 

⑥教育のビジネス化 

 ここまでの議論を受けた「論点整理」は中央教育

審議会（第 101 回）においても報告されている．な

お，ここの議論では，2017 年告示学習指導要領の根

幹にかかわる部分として，下村文部科学大臣（当時）

が「来年度概算要求の中で，文部科学省として是非

教育を輸出産業にしたいということを位置付けてお

ります．これは単に ODA のような形で発展途上国に

支援するということではなくて，教育をビジネスと

してとらえていくと．それは国によって相当ニーズ

の違いはありますので，それぞれの国に合わせた輸

出産業にしていきたいと思っておりますが，一番求

められているのは，例えば国立高専，高等専門学校

のような，中堅技術者，しかし着実にそれぞれの国

にとっては人材として必要な技術者，こういうのを

是非日本から，ソフト・ハード，学校だけを建てる

ということではなく，教員まで含めた，あるいはカ

リキュラムを含めた，それを是非輸出してほしいと

いう，ビジネスとして，単なる ODA ではなくて，そ

のような要望がかなりあります．これを是非，来年

度から積極的にやっていきたいと思います．」と発言

し，教育をビジネス化していくことがはっきりと示

されている． 

 ここまでまとめてきたような内容を含んだ「論点

整理」を受けて，議論は各教育部会に引き継がれる

ことになった． 

 

（３）中央教育審議会教育課程部会特別支援教育部

会での議論 

 次に，「論点整理」を受けた中央教育審議会教育課

程部会特別支援教育部会（以下，特別支援教育部会）

での議論に着目した．なお，ここでは文部科学省ホ

ームページ「教育課程部会 特別支援教育部会 議

事要旨・議事録・配付資料」を参照している 21． 

特別支援教育部会での議論では，「論点整理」から

引き継がれた内容でも特に，「幼・小・中・高の特別

支援学校との間の学びの連続性ということが書かれ

ていて，これをどう整備していくのかというのが非

常に大きな課題」であることや「特別支援学校間で

も，あるいは特別支援学校の中にも，準ずる教育課

程からいろんな教育課程を持っていて，その連続性

をどう考えていったらいいのかということが大きな

課題」という認識で議論が進められている．この特

別支援教育部会は全部で 9 回開催している．議論の

内容は次のようにまとめられる． 

 

①中学校と高等部の学びの接続問題 

 まず，最初の方に出されている意見は「『中学校の

学びが，高等部に入学してなかなか目に見えた形で

通じていかないんだよね．』という相談をよく受けま

した．」という内容である．「教科として中学校まで

の学びの教科とか，それが高等部の教育の中でどう

なっているのか」というのが，「なかなか見えてこな

いという現状」が問題視されている．背景には，特

別支援学校高等部が「しっかり働く力を付けて社会

に出ていくというコンセプト」であることや，「通常

と言われているお子さんたちが入っているところに，

これだけ障害のあるお子さんが入ってきて，幼稚園，

小学校，中学校，高校の問題でもあるんだというこ

とをやっぱり突き付けられている」ということ，「特

別支援学校の高等部を選ぶのか，高等学校を選ぶか

の違いで一番大きく左右するのは，就労の問題があ

ります．」といった状況があるという認識であった．

つまり，この連続性の議論は，「論点整理」までの議

論同様，特別支援教育部会においても高等部や高等

学校への学びの接続に関わる問題が念頭におかれて

いる． 

 

②「教育課程の連続性」から「教科の連続性」 

 こうした議論を経た後，文科省事務局より「発達

に応じた目標・内容の系統性というような軸と，現

代的な課題に教科横断的に対応していくという軸の

双方を意識しながら，資質・能力の在り方について

検討を進めていただきたい」と求められている．具

体的には，「卒業後，子供たちが特定の学問分野や職

業に進む場合だけではなく，どのような職業に就く

としても生かすことができるような教科の本質的な

学びを御検討いただきながら，資質・能力を検討し

ていただきたい．」と示されている．その提案に対し

て，「子供たち一人一人が，障害のある子が学校で」，

「教科の学びをその教科の目標に沿ってどれだけ学

んでいるか」ということが重要だとする意見が出さ

れている．この意見は「特に準ずる教育の場合は」

とされた発言であるが，議論全体が，「教育課程の連

続性」から「教科の連続性」の議論に移ってきてい

ることが分かる． 

 

③知的障害特別支援教育の教科と小・中学校の教科

の本質 

 続く議論では，「『知的障害者である児童生徒に対

する教育を行う特別支援学校の各教科』と小・中学

校の各教科の本質が異なるのか，あるいは同じなの
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か，これはやっぱり明らかにする必要がある」こと

が提起されている．同時に知的障害教育においては

「どのような指導内容や指導方法の工夫が考えられ

るのかについて具体的に示すことが重要」であり，

「各教科を合わせて指導する場合には，指導の意図，

あるいは，具体的にどのような力を身に付けようと

しているのかが明確ではない場合が」あるため，「育

成すべき資質・能力を明らかにすると同時に各教科

の個別の知識・技能や思考力・判断力・表現力等，

学びに向かう力など育成すべき資質・能力の育成に

向けた学習過程を重視した学びを確保することの必

要性について言及しておくことというのは重要」で

あるという意見が出されている．こうした意見に続

き，「結局，今の規準の中で，どうも各学校の取り方

によって，解釈によって，大きく学習内容が規定さ

れてしまう」という点や「卒業後の生活を見据えた

ときに，読み書き算数のニーズってどんな重度の子

供さんでも必要ですし，そこに向けていきたいとい

う積み上げ，系統的に作っていく必要性のある部分」

という意見が出されている． 

 ここまでの議論で出ていた「教科の連続性」を目

指すときに，知的障害特別支援教育の教科と小・中

学校の教科の本質が違うのか，同じなのかという重

要な問題が指摘されている．こうした議論が出る前

提としては，「教科の連続性」が，軽度の知的障害や

知的障害のない発達障害の子どもたちをターゲット

としている背景があると考えられる． 

 

④「教科の連続性」と「資質・能力」 

 続いて，「教科の連続性」の議論は「資質・能力」

と関わらせた議論へ移行している． 

まず，「知的障害教育の各教科は，子供たちが自立

し社会参加するために必要な知識や技能，態度など

を身に付けることを重視しています．各教科の目

標・内容もそれによって示されて」いることが確認

された．そして，「合わせた指導においても，各教科

間の関連を重視した上で，合わせた指導と各教科で

示された目標や内容との関連を示す方法とか，教育

課程や学習・指導方法の改善と一貫性を持つ形で，

学習評価の在り方，合わせた指導における学習評価

の在り方についても検討する必要がある」ことが指

摘されている．また，生徒が社会に出ていくことか

ら，「小学校等の各教科の目標と内容の整理の仕方を

踏まえまして，キャリア発達を支援するという視点

からも知的障害教育の各教科の改善充実を図ること

が必要である」ことも指摘されている． 

ここで，次のような発言がなされている．すなわ

ち，「小学校等の各教科を通して育成される資質・能

力と知的障害教育の各教科を通して育成される資

質・能力については，同じものであると考えられる

のではないかと思」うということである．「例えば，

具体的に言えば，小学校で体積を求めてそれぞれを

比較することと，知的障害の特別支援学校で身近に

ある実物を使ってその大きさを比較するということ

であれば，問題解決能力は同じものであると考えら

れるのではないか」と具体的に説明されている．そ

して，「知的障害のある児童生徒の学習上の特性とか

生活経験，社会性，職業能力などを考慮しながら体

系化されたものが知的障害教育の各教科であると考

えられますので，今後は，両方の教科において連続

性のある学びを確保することが必要であり，小学校

等の各教科の目標・内容と関連付けて整理すること，

そして小・中・高の連続性を踏まえた上で，各教科

で育成すべき資質・能力を整理することが必要では

ないかなと思います．」という教科教育で育成する

「資質・能力」の整理の必要性が求められている．

ただ，ここで言われる「面積を求めて大きさを比較

する」という学習と「実物を比較して大きさを比べ

る」という学習では，教科の目標としては別物にな

る．そう考えると，同じ目標の教科内容を扱わなく

ても「資質・能力」は育成できることになる．しか

し，「教科の連続性」は求められる．そうなると，「教

科の連続性」は教科の内容の連続性ということにな

り，これまでの議論内容と齟齬が生じる．こうした

議論は，企画特別部会の議論で整理されていなかっ

た「資質・能力」の影響を受けているように見える． 

続く議論で，教育課程の可視化に関して，「知的障

害教育の教科は知的障害に対応した教科となってい

る」が，「平均よりも有意に発達が遅れているとか，

いろいろな障害に伴って配慮しなければいけないこ

とが」ある場合は，「当然自立活動で行うという考え

方は維持していった方がいい」という考え方で議論

が進んだ．個別の対応の必要があるということであ

ろう．個々の障害の程度への対応については，「日本

の知的障害教育の特別支援学校の各教科の目標と内

容は一つの標準化を示したもの」であり，「その中で

障害の程度に合わせてどのようにしていくのかとい

うのが，各学校に課せられた課題」ということであ

った． 

 

⑤特別支援学校高等部と高等学校の溝 

議論の中では，「余りにも特別支援学校の高等部と

高等学校の間に連続性が全くない．物すごい（原文

ママ）距離がある．溝というか，もう渡れないぐら
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か，これはやっぱり明らかにする必要がある」こと

が提起されている．同時に知的障害教育においては

「どのような指導内容や指導方法の工夫が考えられ

るのかについて具体的に示すことが重要」であり，

「各教科を合わせて指導する場合には，指導の意図，

あるいは，具体的にどのような力を身に付けようと

しているのかが明確ではない場合が」あるため，「育

成すべき資質・能力を明らかにすると同時に各教科

の個別の知識・技能や思考力・判断力・表現力等，

学びに向かう力など育成すべき資質・能力の育成に

向けた学習過程を重視した学びを確保することの必

要性について言及しておくことというのは重要」で

あるという意見が出されている．こうした意見に続

き，「結局，今の規準の中で，どうも各学校の取り方

によって，解釈によって，大きく学習内容が規定さ

れてしまう」という点や「卒業後の生活を見据えた

ときに，読み書き算数のニーズってどんな重度の子

供さんでも必要ですし，そこに向けていきたいとい

う積み上げ，系統的に作っていく必要性のある部分」

という意見が出されている． 

 ここまでの議論で出ていた「教科の連続性」を目

指すときに，知的障害特別支援教育の教科と小・中

学校の教科の本質が違うのか，同じなのかという重

要な問題が指摘されている．こうした議論が出る前

提としては，「教科の連続性」が，軽度の知的障害や

知的障害のない発達障害の子どもたちをターゲット

としている背景があると考えられる． 

 

④「教科の連続性」と「資質・能力」 

 続いて，「教科の連続性」の議論は「資質・能力」

と関わらせた議論へ移行している． 

まず，「知的障害教育の各教科は，子供たちが自立

し社会参加するために必要な知識や技能，態度など

を身に付けることを重視しています．各教科の目

標・内容もそれによって示されて」いることが確認

された．そして，「合わせた指導においても，各教科

間の関連を重視した上で，合わせた指導と各教科で

示された目標や内容との関連を示す方法とか，教育

課程や学習・指導方法の改善と一貫性を持つ形で，

学習評価の在り方，合わせた指導における学習評価

の在り方についても検討する必要がある」ことが指

摘されている．また，生徒が社会に出ていくことか

ら，「小学校等の各教科の目標と内容の整理の仕方を

踏まえまして，キャリア発達を支援するという視点

からも知的障害教育の各教科の改善充実を図ること

が必要である」ことも指摘されている． 

ここで，次のような発言がなされている．すなわ

ち，「小学校等の各教科を通して育成される資質・能

力と知的障害教育の各教科を通して育成される資

質・能力については，同じものであると考えられる

のではないかと思」うということである．「例えば，

具体的に言えば，小学校で体積を求めてそれぞれを

比較することと，知的障害の特別支援学校で身近に

ある実物を使ってその大きさを比較するということ

であれば，問題解決能力は同じものであると考えら

れるのではないか」と具体的に説明されている．そ

して，「知的障害のある児童生徒の学習上の特性とか

生活経験，社会性，職業能力などを考慮しながら体

系化されたものが知的障害教育の各教科であると考

えられますので，今後は，両方の教科において連続

性のある学びを確保することが必要であり，小学校

等の各教科の目標・内容と関連付けて整理すること，

そして小・中・高の連続性を踏まえた上で，各教科

で育成すべき資質・能力を整理することが必要では

ないかなと思います．」という教科教育で育成する

「資質・能力」の整理の必要性が求められている．

ただ，ここで言われる「面積を求めて大きさを比較

する」という学習と「実物を比較して大きさを比べ

る」という学習では，教科の目標としては別物にな

る．そう考えると，同じ目標の教科内容を扱わなく

ても「資質・能力」は育成できることになる．しか

し，「教科の連続性」は求められる．そうなると，「教

科の連続性」は教科の内容の連続性ということにな

り，これまでの議論内容と齟齬が生じる．こうした

議論は，企画特別部会の議論で整理されていなかっ

た「資質・能力」の影響を受けているように見える． 

続く議論で，教育課程の可視化に関して，「知的障

害教育の教科は知的障害に対応した教科となってい

る」が，「平均よりも有意に発達が遅れているとか，

いろいろな障害に伴って配慮しなければいけないこ

とが」ある場合は，「当然自立活動で行うという考え

方は維持していった方がいい」という考え方で議論

が進んだ．個別の対応の必要があるということであ

ろう．個々の障害の程度への対応については，「日本

の知的障害教育の特別支援学校の各教科の目標と内

容は一つの標準化を示したもの」であり，「その中で

障害の程度に合わせてどのようにしていくのかとい

うのが，各学校に課せられた課題」ということであ

った． 

 

⑤特別支援学校高等部と高等学校の溝 

議論の中では，「余りにも特別支援学校の高等部と

高等学校の間に連続性が全くない．物すごい（原文

ママ）距離がある．溝というか，もう渡れないぐら
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いのものがある．それで，その中間的な領域に何か

を作らないことには両方ともまずい」という意見も

出ており，当初から問題にされていた特別支援学校

高等部と高等学校との接続に関する問題意識の強さ

がここでも伺える． 

  

⑥知的障害児童生徒の学習上の特性と教科の本質 

 会議の中で，知的障害児童生徒学習上の特性とし

て，「知的機能の発達に明らかな遅れと，適応行動の

困難性を伴う状態が，発達期に起こるものという形

で定義しております．また，認定（原文ママ：後の

議論の中で「認知」と改められる）や言語に関わる

知的機能が著しく劣っていたり，他人との意思交換，

それから適応能力なども不十分であるといったこと

が言われてきております．」とした上で，「学習上の

特性としまして，学習によって得た知識や技能が断

片的になりやすく，実際の生活の場で応用されにく

いこと，生活経験が少ないことなどによって，活動

に取り組む意欲が十分に育っていないことなどが挙

げられております．また，実際的・具体的な内容の

指導が必要であり，抽象的な内容の指導よりも効果

的であるということが，これまで言われてきており

ます．」と示されている． 

 このように示された知的障害児童生徒の学習上の

特性を受け，教科について次のような発言があった．

「果たして教科は，子供たちにとって重要なことは

分かるのですけれども，社会生活とだけつながると

いうことを保障するものなのかなという，非常にあ

る種純粋な算数とか，純粋な国語の読み取りとか，

理科的な要素の中の自然の驚きと言ったらいいんで

すかね，そのようなものも知的障害の子供たちの中

にもあるというのを見ていると感じます．そうなる

と，その部分を社会とは余りつながらないからとい

うところで，どうしても考えが，現場の中で生活に

とってどうなのかといった視点が優先されかねない

部分があります．そうするとどうしても，子供たち

にとってはある種つまらないというか，そういう側

面を持ってしまうような気がします」という指摘で

ある．この発言には，知的障害児童生徒が教科を学

ぶ意義が含まれているように考えられる．ただ，こ

の意見に対して，「社会がすごく変容していく，ロボ

ットが進化して AI がすごく変わっていくというこ

とを踏まえたときに，今のこれだけでは 10 年後には

使えないものができてしまうのではないかという危

惧が非常にあります．」とし，「例えば，知的障害が

あろうが，ほかの障害があろうが，18 歳の段階でこ

ういうスキルを付けていかなければいけないという

ことを，思考，判断，表現という大きなくくりでは

なくて，実は知的障害がある子供たちほどより細か

くターゲティングしていく必要がある」ということ

も発言されている． 

 

⑦「教科の連続性」の難しさ 

ここまでの議論を踏まえ，「子供が学びの場を一つ

のところではなくて幾つか転々とするという現状を

踏まえますと，それでも，その子にとって連続性の

あるカリキュラムということを我々は追求して」，

「あらゆる教科の一本化ということが時代として求

められる現状にある」ことが確認された．この「教

科の一本化」について，「学年進行に合わせて下学年

適用の子供が下学部適用になり，高等部段階になる

ときには下学部適用というよりは知的代替の方がい

いのではないかということが生じ」，「通常の教科と

知的の教科の連続性をどのように捉えたらいいのだ

ろうかというようなところが現場の悩みとしてあ

る」状態となるため，「そういった意味からも教科の

一本化ということを模索していくということは必

要」であるという意見が出されている． 

 こうした意見に対して，「特に障害の重い方の教育

課程の実施・評価をどのように考えるのか」という

観点から，「保護者の方から『毎年同じような目標を

立てられていて』と」言われることがあり，学習指

導要領の「『解説』に示されている適用する際の留意

点の中に，『取り扱わなかった事項や替えた事項を，

学年進行とともに，どのように事後措置するかを十

分考慮した指導計画を作成することが必要』」という

表記があるように，「何を取り扱って，何を取り扱わ

なかった，では，取り扱わなかったことはどのよう

に考えていくのか，そういうことをカリキュラム上

きちんと考えて」いくことも「内容の取扱い等」に

入れてくことを望む声が上がっている． 

 こうした議論の後に，文科省事務局から「小学校

等の各教科の各学年等の内容の配当比較」が示され

ている．その内容は，「数と式」について「小学校か

ら高校までの教科の系統性」と「知的障害のある子

供たちのための教科の段階を表にしてまとめたも

の」であったが，示された資料では知的障害の教科

お高等部段階で取り扱う内容が「小 5 程度」と示さ

れていた．この提案に対して，「高等部になっても小

5 程度に逆にいかない子もいるわけなので，そうす

ると小 5 程度にいかないからというような考え方に

ならないかというようなことも少し心配」や，「何を

扱うかという内容の話と，それから子供にどのよう

な力を育むのかという目標の話，それから子供の実
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態を踏まえてどのように学ばせると子供の力になる

かという指導の話，これを区別して議論することが

大事」という意見が出てきた． 

 ここまでの「教科の連続性」が掲げられてきてい

たが，その難しさが認識されている議論であろう．

また，「内容」と「目標」と「指導方法」について，

区別して考えるという意見が出されているが，本当

に区別していいのであろうか．知的障害特別支援教

育を検討するこうした発言からは，整理されていな

い「資質・能力」同様に，「教科の連続性」において

も議論に混乱が生じている． 

 

⑧検討できていない重複障害と下学年適用の児童生

徒 

 こうした議論を経て，知的障害の各教科について

「重複障害の子供は想定していないということです．

知的障害の学習上の特性を踏まえていますという説

明になっていますので，重複障害の子供の特性全て

を踏まえて検討したものではないとい」ということ

が指摘されている． 

また，「小・中学校の改訂作業に合わせて，育てた

い資質・能力を踏まえて検討していますという御説

明もありましたけれども，そうするといわゆる通常

の教科であれば，小学校の 5 年生は皆 5 年生の目標・

内容で学ぶわけですけれども，特別支援学校の子供

たちというのは，生活年齢と学ぶ目標の水準に差が

ある子供たちもたくさんあるわけです．つまり，下

学部適用の子供たちもたくさんいると．そして，下

学部適用の子供たちについては，十分に検討できて

いるかというと，そこもどうかと思う」ことも同時

に発言されている．そのために，「多様な子供たちの

実態に対応するというのは，国レベルで示すという

ことはやはり限界があ」り，「多様性への対応という

のは，各学校に求めるところになるだろうというふ

うに考えてい」るという意見が出ている．加えて，

「重度重複の子供たちの在学期間の教育内容を見て

いきますと，小学部に入学してから高等部を卒業す

るまで，どうしても発達年齢に照らせば 8 か月に満

たないという子供たちもたくさんいらっしゃいます．

そうすると，このつながりの見せ方によっては，つ

まり 8 か月未満の子供たちについては，学校教育と

して教科は難しいですよ，提供しませんよというメ

ッセージにもつながってしまう．子供たちの一生の

中で，学校教育として用意する教育内容について，

そのようなメッセージとして伝わっていいものかと

いうのは懸念もするところ」といった意見もあった．

こうした意見があることから，「今回示せる段階とい

うところに余り強くこだわり過ぎずに，個々の子供

の発達のレベルというところに焦点を当てて，適切

な指導ができるように，現場レベルで使いやすいよ

うな指導というものを作るというような方向性を示

していくことも非常に大事なこと」とする意見も出

されている． 

ただ，こうした意見に対して「もちろん発達段階

で，18 歳になったらここまでがっちりというふうに

いかないのはよく分かる」としながらも，「やはり

18 歳までに時間をかけてここまでの力をつけるの

だという明確な目標があって，例えばこの力をつけ

るために，この教科の中のこういう教科教育を通し

てこういうふうにつけていくのだということがもう

少し分かりやすく書かれてあるとよい」という意見

で議論が終わっている．「要は必要な，どういう力と

いうのが先にあって，それをフィードバックして，

かつ個々の発達を踏まえながらという書き分け」が

いるのだという意見であった． 

 つまり，「教科の連続性」とその学習を通した「資

質・能力」の育成を狙っていくが，重複障害や下学

年適応の必要な児童生徒は個別の対応を学校ごとで

行うとされている．一方で，教科教育を通して 18

歳までにつけておく力は示しておくということであ

る． 

 

⑨特別支援教育部会の小括 

 ここまでの議論でまとまった内容は，次のように

策定されている 22． 

Ⅲ知的障害教育の各教科等の目標や内容の改定等に

ついて 

（１）目標の改定の要点 

 知的障害教育の各教科等の目標については，小学

校等の各教科等の目標の連続性・関連性を整理し，充

実・改善を図った． 

 今回の改訂では，高等部卒業までに育成を目指す資

質・能力を明確にしたうえで小学部，中学部段階におけ

る教科の目標を，育成を目指す資質・能力の三つの柱

（「知識及び技能」「思考力，判断力，表現力等」「学び

に向かう力，人間性等」）で構造的に示した． 

 また，これまではなかった段階ごとの目標を新設し

た．知的障害教育の各教科等は学年ではなく，段階別

に内容を示している．その理由としては，発達期におけ

る知的機能の障害が，同一学年であっても，個人差が

大きく，学力や学習状況も異なるからである．そのた

め，段階を設けて示すことにより，個々の児童生徒の実

態等に即して，各教科の内容を選択して，効果的な指

導ができるようにしている． 

 今回の改訂では，各段階における育成を目指す資
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態を踏まえてどのように学ばせると子供の力になる

かという指導の話，これを区別して議論することが

大事」という意見が出てきた． 

 ここまでの「教科の連続性」が掲げられてきてい

たが，その難しさが認識されている議論であろう．

また，「内容」と「目標」と「指導方法」について，

区別して考えるという意見が出されているが，本当

に区別していいのであろうか．知的障害特別支援教

育を検討するこうした発言からは，整理されていな

い「資質・能力」同様に，「教科の連続性」において

も議論に混乱が生じている． 

 

⑧検討できていない重複障害と下学年適用の児童生

徒 

 こうした議論を経て，知的障害の各教科について

「重複障害の子供は想定していないということです．

知的障害の学習上の特性を踏まえていますという説

明になっていますので，重複障害の子供の特性全て

を踏まえて検討したものではないとい」ということ

が指摘されている． 

また，「小・中学校の改訂作業に合わせて，育てた

い資質・能力を踏まえて検討していますという御説

明もありましたけれども，そうするといわゆる通常

の教科であれば，小学校の 5 年生は皆 5 年生の目標・

内容で学ぶわけですけれども，特別支援学校の子供

たちというのは，生活年齢と学ぶ目標の水準に差が

ある子供たちもたくさんあるわけです．つまり，下

学部適用の子供たちもたくさんいると．そして，下

学部適用の子供たちについては，十分に検討できて

いるかというと，そこもどうかと思う」ことも同時

に発言されている．そのために，「多様な子供たちの

実態に対応するというのは，国レベルで示すという

ことはやはり限界があ」り，「多様性への対応という

のは，各学校に求めるところになるだろうというふ

うに考えてい」るという意見が出ている．加えて，

「重度重複の子供たちの在学期間の教育内容を見て

いきますと，小学部に入学してから高等部を卒業す

るまで，どうしても発達年齢に照らせば 8 か月に満

たないという子供たちもたくさんいらっしゃいます．

そうすると，このつながりの見せ方によっては，つ

まり 8 か月未満の子供たちについては，学校教育と

して教科は難しいですよ，提供しませんよというメ

ッセージにもつながってしまう．子供たちの一生の

中で，学校教育として用意する教育内容について，

そのようなメッセージとして伝わっていいものかと

いうのは懸念もするところ」といった意見もあった．

こうした意見があることから，「今回示せる段階とい

うところに余り強くこだわり過ぎずに，個々の子供

の発達のレベルというところに焦点を当てて，適切

な指導ができるように，現場レベルで使いやすいよ

うな指導というものを作るというような方向性を示

していくことも非常に大事なこと」とする意見も出

されている． 

ただ，こうした意見に対して「もちろん発達段階

で，18 歳になったらここまでがっちりというふうに

いかないのはよく分かる」としながらも，「やはり

18 歳までに時間をかけてここまでの力をつけるの

だという明確な目標があって，例えばこの力をつけ

るために，この教科の中のこういう教科教育を通し

てこういうふうにつけていくのだということがもう

少し分かりやすく書かれてあるとよい」という意見

で議論が終わっている．「要は必要な，どういう力と

いうのが先にあって，それをフィードバックして，

かつ個々の発達を踏まえながらという書き分け」が

いるのだという意見であった． 

 つまり，「教科の連続性」とその学習を通した「資

質・能力」の育成を狙っていくが，重複障害や下学

年適応の必要な児童生徒は個別の対応を学校ごとで

行うとされている．一方で，教科教育を通して 18

歳までにつけておく力は示しておくということであ

る． 

 

⑨特別支援教育部会の小括 

 ここまでの議論でまとまった内容は，次のように

策定されている 22． 

Ⅲ知的障害教育の各教科等の目標や内容の改定等に

ついて 

（１）目標の改定の要点 

 知的障害教育の各教科等の目標については，小学

校等の各教科等の目標の連続性・関連性を整理し，充

実・改善を図った． 

 今回の改訂では，高等部卒業までに育成を目指す資

質・能力を明確にしたうえで小学部，中学部段階におけ

る教科の目標を，育成を目指す資質・能力の三つの柱

（「知識及び技能」「思考力，判断力，表現力等」「学び

に向かう力，人間性等」）で構造的に示した． 

 また，これまではなかった段階ごとの目標を新設し

た．知的障害教育の各教科等は学年ではなく，段階別

に内容を示している．その理由としては，発達期におけ

る知的機能の障害が，同一学年であっても，個人差が

大きく，学力や学習状況も異なるからである．そのた

め，段階を設けて示すことにより，個々の児童生徒の実

態等に即して，各教科の内容を選択して，効果的な指

導ができるようにしている． 

 今回の改訂では，各段階における育成を目指す資
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質・能力を明確にすることから，段階ごとの目標を新設

し，小学部は三段階，中学部は新たに段階を新設し二

段階により目標及び内容を示している． 23 

 小中学校の教科との連続性を整理していることや

高等部卒業までに育成する「資質・能力」を明確に

することなど，議論内容が盛り込まれていることが

分かる．また，重複障害者等への教育課程は以下の

ようにまとまられている． 24 

⑧重複障害者等に関する教育課程の取扱い〔総則第 8

節〕 

 重複障害者等に関する教育課程の取扱いについて

は，ほぼ従前どおりであるが，次の三点が改訂のポイン

トである． 

ア 本節の各規定もカリキュラム・マネジメントの流れ

に沿ってその充実を促している．具体的には，従前

は，該当する規定〔第 8 節の１の（２）と（４），３，４〕につ

いて「全部又は一部によって，替えることができる」

としていたが，「一部又は全部によって，替えること

ができる」とした． 

 教育課程の編成における共通的事項（第３節の３）に

示されているとおり，すべての児童生徒は，特に示す場

合を除き，第２章以下に示す各教科等に加えて，自立活

動を取り扱うことが前提となる．例えば，重複障害者で

ある児童生徒は，自立活動を主とした教育課程で学ぶ

ことを前提とするなど，最初から既存の教育課程の枠

組みに児童生徒を当てはめて考えることは避けなけ

ればならない．そうならないためにも，個々の児童生徒

が前学年までに各教科等の何を目標に学び，どの程度

の達成基準なのかなど，第２章以下に示す各教科等の

それぞれの目標及び内容に対し，一人一人の学習状

況等の把握に努めるような教師の意識を一層高める

ために，段階的な示し方とした． 

イ 小学部の児童については，外国語科の目標及び内

容の一部又は全部を，外国語活動の目標及び内容

の一部又は全部によって，替えることができること

とした〔第 8 節の１の（３）〕 

ウ 知的障害者である児童生徒の各教科及び外国語

活動の学習状況に応じた弾力的な教育課程の編成

ができることを示した． 

 知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特

別支援学校に在籍する児童生徒の知的障害の状態等

は多様であり，これまでの学習指導要領で想定してい

た知的障害の状態よりも有意な遅れが見られない程

度の者が在籍している場合もある．このような児童生

徒の中には，例えば，中学部の生徒で，中学部の 2 段階

に示すある教科の内容を習得し目標を達成している

者も想定される．よって，この場合には，中学校学習指

導要領第 2 章に示す各教科の目標及び内容並びに小

学校学習指導要領第 2 章に示す各教科及び第 4 章に

示す外国語活動の目標及び内容の一部を取り入れる

ことができることとした．なお，小学部においても同様

としている．〔第 8 節の２〕25 

 重複障害児童生徒についても，教科を前提とした

内容になっており，教師が一人一人の教科の学習状

況を把握することが求められている． 

特別支援教育部会での議論を経て上記のように決

まった内容は，高等学校への接続問題からはじまり，

「教育課程の連続性」としての「教科の連続性」が

打ち出されたものの，知的障害児童生徒への教育を

考える段階で，育成する「資質・能力」とそれを育

むための教科学習のあり方について混乱が生じてい

ることが分かる． 

最終的には「18 歳までにつける力」を目標として

「資質・能力」を設定する必要性が押し出されてお

り，重複障害や下学年適用の児童生徒については，

個々の実態に応じて各学校で対応していく必要があ

るとされている．しかも，「教科の連続性」の問題が

あるため，学習内容の取扱い方についての説明も学

校現場がしていくことになる． 

 ここまで議論を検討してきたが，今回示されてい

る「資質・能力」が知的障害や重複障害の児童生徒

までを含み込むような「資質・能力」ではないこと

が見えてきた． 

 

Ⅲ．PISA 結果から求められる「資質・能力」

と知的障害特別支援教育 

１．求められる PISA の結果 

 ここまでの議論の中にあったように，2017 年告示

学習指導要領の検討過程では PISA の結果について

触れられている．「幼稚園，小学校，中学校，高等学

校及び特別支援学校の 学習指導要領等の改善及び

必要な方策等について（答申）」26の「第 1 部 学習

指導要領等改訂の基本的な方向性」の「子供たちの

現状と課題」の中でも，「学力については，国内外の

学力調査の結果によれば近年改善傾向」として「経

済協力開発機構（OECD）が平成 27 年に実施した生徒

の学習到達度調査（PISA2015）においても，科学的

リテラシー，読解力，数学的リテラシーの各分野に

おいて，国際的に見ると引き続き平均得点が高い上

位グループに位置して」いることを示している．ま

た，「第 2 部 各学校段階，各教科等における改訂の

具体的な方向性」の「第 2 章 各教科，科目等の内

容の見直し」の中では，国語科や算数，数学におい

て PISA や TIMS（国際数学・理科教育動向調査）や

「全国学力・学習状況調査」の結果概要が説明され，

「今回の学習指導要領の改訂においては，これらの

課題に適切に対応できるよう改善を図っていくこと
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が必要」と謳われている． 

こうした文脈から考えると，前述している教科学

習とそれを活用していく力が，「連続性」という形で

特別支援教育にも影響を与えようとしているように

考えられる． 

 では，そうした学習調査に知的障害特別支援学校

の生徒たちも組み込まれていくのであろうか．本節

では，調査結果が詳細に示されている OECD の学習到

達度調査である PISA に注目して見ていくことにす

る． 

 

２．PISA 調査の概要と調査対象 

 PISA 調査とは，経済協力開発機構（2016）27 によ

ると，「『市民にとって，何を知り，何ができること

が重要であるか？』」という「疑問に答えるために，

また，生徒の成績について国家間で比較可能なエビ

デンスの必要性に応じ」て，経済協力開発機構が

「1997 年に生徒の学習到達度調査（PISA：Programme 

for International Student Assessment）に着手し

た」ものである．「PISA 調査は，義務教育修了段階

にある 15 歳の生徒が現代社会に参加する上で欠か

せない主要な知識と技能をどの程度習得しているか

を測ろうとするもの」ということである．調査とし

ては 3 年に 1 度行われており，「科学，読解，数学と

いった学校教育における主要な教科に焦点を当て」

るとともに，「革新分野（innovative domain）にお

ける生徒の習熟度についても調査が行われる（2015

年調査では，協同問題解決能力がこれに当たる）」も

のである．また，「PISA 調査は単に生徒が知識を再

生できるかどうかを確かめるだけでなく，学校の内

外で遭遇するなじみのない場面において，自らが学

んできたことから推定し，その知識をどれだけうま

く活用できるかどうかを調査するものである．こう

したアプローチが反映しているのは，現代社会にお

いて個人が報われるためには，何を知っているかで

はなく，その知識を使って何ができるかが大切であ

るということだ．」ともされている 28． 

 PISA 調査で評価するのは，＜科学的リテラシー＞，

＜読解力＞，＜数学的リテラシー＞であり，調査対

象は以下のように示されている． 

15 歳児に関する国際定義に従って，日本では，調査

対象母集団を「高等学校本科の全日制学科，定時制

学科，中等教育学校後期課程，高等専門学校」の 1

年生，約 115 万人と定義し，層化二段抽出法によっ

て，調査を実施する学校（学科）を決定し，各学校

（学科）から無作為に調査対象生徒を選出した．調

査には，全国の 198 校（学科），約 6,600 人の生徒が

参加．29 

 上記の記述からは，調査対象の中に特別支援学校

が含まれていないことが分かる．なお，特別支援学

校でも障害対象が肢体不自由や病弱，盲，聾の単一

障害の学級では，学年に準じた教科内容を扱ってい

る． 

 このように見てみると，学習指導要領の改訂にお

いて PISA 調査等が重視され，そうした教科の目標の

連続性を特別支援学校で求められていることの意味

があいまいになるのではなかろうか． 

 

３．PISA の結果と知的障害特別支援学校高等部

在籍者数の関係 

 特別支援教育部会の議論でも語られているように，

現在は知的障害特別支援学校への在籍者数が増えて

きている．また，今回の改訂でも「知的障害者であ

る児童生徒に対する教育を行う特別支援学校に在籍

する児童生徒の知的障害の状態等は多様であり，こ

れまでの学習指導要領で想定していた知的障害の状

態よりも有意な遅れが見られない程度の者が在籍し

ている場合もある．このような児童生徒の中には，

例えば，中学部の生徒で，中学部の 2 段階に示すあ

る教科の内容を習得し目標を達成している者も想定

される．よって，この場合には，中学校学習指導要

領第 2 章に示す各教科の目標及び内容並びに小学校

学習指導要領第 2 章に示す各教科及び第 4 章に示す

外国語活動の目標及び内容の一部を取り入れること

ができることとした．なお，小学部においても同様

としている 30」とされている． 

 そこで，こうした特別支援学校在学者の増加と

PISA 調査結果がどのように関係しているのかを検

討する． 

 まず，PISA 調査対象となる高等学校 1 年生に当た

る生徒数について調べてみた（表 2）．高等学校入学

者数と高等専門学校入学者数については文部科学省

統計資料 31を参照した．知的障害特別支援学校高等

部入学者数については，当該データがなかったので，

文部科学省ホームページにある特別支援教育資料関

連 32にある知的障害特別支援学校高等部本科在籍者

数から，同卒業者数を引き，在校生数を算出したう

えで，次年度の知的障害特別支援学校高等部本科在

籍者数から算出した在校生数を引くことで入学者数

を算出した．なお，転入出者数については，盲学校

や聾学校なども含む特別支援学校全体のデータしか

ないため，今回の計算には含めないことにした 33．

なお，特別支援教育資料関連のデータの残っている

2005（平成 17）年以降で比較検討している． 
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が必要」と謳われている． 

こうした文脈から考えると，前述している教科学

習とそれを活用していく力が，「連続性」という形で

特別支援教育にも影響を与えようとしているように

考えられる． 

 では，そうした学習調査に知的障害特別支援学校

の生徒たちも組み込まれていくのであろうか．本節

では，調査結果が詳細に示されている OECD の学習到

達度調査である PISA に注目して見ていくことにす

る． 

 

２．PISA 調査の概要と調査対象 

 PISA 調査とは，経済協力開発機構（2016）27 によ

ると，「『市民にとって，何を知り，何ができること

が重要であるか？』」という「疑問に答えるために，

また，生徒の成績について国家間で比較可能なエビ

デンスの必要性に応じ」て，経済協力開発機構が

「1997 年に生徒の学習到達度調査（PISA：Programme 

for International Student Assessment）に着手し

た」ものである．「PISA 調査は，義務教育修了段階

にある 15 歳の生徒が現代社会に参加する上で欠か

せない主要な知識と技能をどの程度習得しているか

を測ろうとするもの」ということである．調査とし

ては 3 年に 1 度行われており，「科学，読解，数学と

いった学校教育における主要な教科に焦点を当て」

るとともに，「革新分野（innovative domain）にお

ける生徒の習熟度についても調査が行われる（2015

年調査では，協同問題解決能力がこれに当たる）」も

のである．また，「PISA 調査は単に生徒が知識を再

生できるかどうかを確かめるだけでなく，学校の内

外で遭遇するなじみのない場面において，自らが学

んできたことから推定し，その知識をどれだけうま

く活用できるかどうかを調査するものである．こう

したアプローチが反映しているのは，現代社会にお

いて個人が報われるためには，何を知っているかで

はなく，その知識を使って何ができるかが大切であ

るということだ．」ともされている 28． 

 PISA 調査で評価するのは，＜科学的リテラシー＞，

＜読解力＞，＜数学的リテラシー＞であり，調査対

象は以下のように示されている． 

15 歳児に関する国際定義に従って，日本では，調査

対象母集団を「高等学校本科の全日制学科，定時制

学科，中等教育学校後期課程，高等専門学校」の 1

年生，約 115 万人と定義し，層化二段抽出法によっ

て，調査を実施する学校（学科）を決定し，各学校

（学科）から無作為に調査対象生徒を選出した．調

査には，全国の 198 校（学科），約 6,600 人の生徒が

参加．29 

 上記の記述からは，調査対象の中に特別支援学校

が含まれていないことが分かる．なお，特別支援学

校でも障害対象が肢体不自由や病弱，盲，聾の単一

障害の学級では，学年に準じた教科内容を扱ってい

る． 

 このように見てみると，学習指導要領の改訂にお

いて PISA 調査等が重視され，そうした教科の目標の

連続性を特別支援学校で求められていることの意味

があいまいになるのではなかろうか． 

 

３．PISA の結果と知的障害特別支援学校高等部

在籍者数の関係 

 特別支援教育部会の議論でも語られているように，

現在は知的障害特別支援学校への在籍者数が増えて

きている．また，今回の改訂でも「知的障害者であ

る児童生徒に対する教育を行う特別支援学校に在籍

する児童生徒の知的障害の状態等は多様であり，こ

れまでの学習指導要領で想定していた知的障害の状

態よりも有意な遅れが見られない程度の者が在籍し

ている場合もある．このような児童生徒の中には，

例えば，中学部の生徒で，中学部の 2 段階に示すあ

る教科の内容を習得し目標を達成している者も想定

される．よって，この場合には，中学校学習指導要

領第 2 章に示す各教科の目標及び内容並びに小学校

学習指導要領第 2 章に示す各教科及び第 4 章に示す

外国語活動の目標及び内容の一部を取り入れること

ができることとした．なお，小学部においても同様

としている 30」とされている． 

 そこで，こうした特別支援学校在学者の増加と

PISA 調査結果がどのように関係しているのかを検

討する． 

 まず，PISA 調査対象となる高等学校 1 年生に当た

る生徒数について調べてみた（表 2）．高等学校入学

者数と高等専門学校入学者数については文部科学省

統計資料 31を参照した．知的障害特別支援学校高等

部入学者数については，当該データがなかったので，

文部科学省ホームページにある特別支援教育資料関

連 32にある知的障害特別支援学校高等部本科在籍者

数から，同卒業者数を引き，在校生数を算出したう

えで，次年度の知的障害特別支援学校高等部本科在

籍者数から算出した在校生数を引くことで入学者数

を算出した．なお，転入出者数については，盲学校

や聾学校なども含む特別支援学校全体のデータしか

ないため，今回の計算には含めないことにした 33．

なお，特別支援教育資料関連のデータの残っている

2005（平成 17）年以降で比較検討している． 
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 表 2 を見ると，高等学校及び高等専門学校への入

学者が減少している状態に対し，知的障害特別支援

学校高等部の入学者数が増えていることが分かる．

2017 年告示学習指導要領の策定過程で議論されて

いた内容がここでも裏づけられる． 

 続いて，「高等学校及び高等専門学校及び知的障害

特別支援学校高等部入学者総数」に対する「知的障

害特別支援学校高等部」入学者数の割合を出したの

が表 3 である．特別支援学校高等部への入学者数の

割合も増加していることが分かる． 

＜表 2 高等学校及び高等部入学者数変遷表＞ 

PISA 

調査年 

高校・高専 

入学者数 

知的特支高等部

入学者数 

2006 年 1,168,621 11,860 
2009 年 1,141,314 13,882 
2012 年 1,145,508 16,153 
2015 年 1,125,193 18,636 
2018 年 1,083,740 19,096 

＜表 3 知的特支高等部入学者の割合＞ 

PISA 

調査年 

高等学校及

び高等部入

学者数(A) 

知的特支高

等部入学者

数(B) 

高校入学者

総数に対す

る知的特支

高等部の人

数 割 合

(B/A*100) 

2006 年 1,180,427 11,860 1.0％ 

2009 年 1,155,196 13,882 1.2％ 

2012 年 1,161,662 16,153 1.4％ 

2015 年 1,143,827 18,636 1.6% 

2018 年 1,102,836 19,096 1.7% 

 こうした人数の変遷と，PISA の調査結果の間に関

連について考えていくうえで，注目したのは習熟度

レベルの「1b」または「1 未満」に該当する割合で

ある．「DSM-5」において，軽度の知的障害の人でも

「学齢期の子どもおよび成人においては，読字，書

字，算数，時間または金銭などの学習技能を身につ

けることが困難であり，年齢相応に期待されている

ものを満たすために，1 つ以上の領域で支援を必要

とする」34とされている状況で，PISA の習熟度尺度

の表記と照らし合わせたとき，知的障害特別支援学

校の生徒が「1b」または「1 未満」に属する可能性

が高いと考えたからである 35． 

＜表 4 PISA 調査結果と知的障害特別支援学校高等部入

学者割合(％)＞ 

PISA 

調査年 

科 学 的

リ テ ラ

シー

読解力 数 学 的

リ テ ラ

シー

知 的 障

害 特 別

支 援 学

校 高 等

部 入 学

者割合 

2006 年 3.2 6.7 3.9 1.0 
2009 年 3.2 4.7 4.0 1.2 
2012 年 2.0 3.0 3.2 1.4 
2015 年 1.9 3.6 2.9 1.6 
2018 年 2.0 4.9 2.9 1.7 

＜図 3 PISA 調査結果と知的障害特別支援学校高等部入

学者割合＞ 

なお，PISA2018 年調査から読解力の習熟度尺度の

変更が行われ，「レベル 6 以上，レベル 5，レベル 4，

レベル 3，レベル 2，レベル 1a，レベル 1b，レベル

1c，レベル 1c 未満」と尺度が増えている．本調査で

は，2015 年以前の調査の尺度との調整を行うため，

2018 年調査の結果は「1b」以下の数値を合計して，

2015 年調査までの「1b」の数値とすることとした． 

 こうした観点で PISA 調査結果と知的障害特別支

援学校高等部入学者割合を比較したのが表 4 と図 3

である 36． 

これらのデータを見ると，読解力を除いて知的障

害特別支援学校への在籍率の増加とともに，PISA 調

査でレベル 1bおよびレベル 1未満に属する割合が減

少してきていることが分かる． 
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 なお，読解力については，2015 年調査と 2018 年

調査で 1b 以下の割合が増えている．これについて

2015 年調査については「調査の方式がコンピュータ

を用いたテスト（CBT）に全面移行する中で，子供た

ちが，紙ではないコンピュータ上の複数の画面から

情報を取り出し，考察しながら解答することに慣れ

ておらず，戸惑いがあったものと考えられること，

また，情報化の進展に伴い，特に子供にとって言葉

を取り巻く環境が変化する中で，一定量の文章に接

する機会が変化してきていることなどがあると考え

られ，そうした中で，読解力に関して指摘されてき

た前述のような諸課題が，より具体的な分析結果と

して浮かび上がってきたものと見ることができる」
37とされ，全体的な傾向と解されている．また，2018

年調査については，文部科学省及び国立教育政策研

究所合同で作成している「OECD 生徒の学習到達度調

査 2018 年調査（PISA2018）のポイント」38 の中で，

「読解力の問題で，日本の生徒の正答率が比較的低

かった問題には，テキストから情報を探し出す問題

や，テキストの質と信ぴょう性を評価する問題など

があった．」ことや「読解力の自由記述形式の問題に

おいて，自分の考えを他者に伝わるように根拠を示

して説明することに，引き続き，課題がある．」とし

ながらも，「日本の生徒にとって，あまり馴染みのな

い多様な形式のデジタルテキスト（Web サイト，投

稿文，電子メールなど）や文化的背景，概念・語彙

などが使用された問題の数が増加したと考えられ

る．」という日本にとって不利だった要因についても

示されている．また，先述の習熟度尺度変更の影響

も考えられる. 

 本データは，先述のとおり転出入者を計算に入れ

ておらず，一定の傾向を示したものである．ただ，

読解力を除くその他のリテラシーに関しては，知的

障害特別支援学校高等部への入学者は増え続けてい

る現状に対して，「1b」や「1 未満」の割合が下がっ

てきている．こうした傾向から，知的障害の子ども

たちが知的障害特別支援学校へ行くことによって，

PISA 調査という到達度調査から隔離されている可

能性は否定できないように考えられる． 

Ⅳ．総合考察 

本論で検討してきた内容をもとに，2017 年告示学

習指導要領の特別支援教育において求められている

「資質・能力」について考察する． 

 

１．策定過程から見る「資質・能力」の問題点 

 本論で検討してきた 2017 年告示学習指導要領の

策定過程の議論を見てみると，教育再生実行会議に

おける，AI や情報技術の急速な進展，グローバル社

会の広がりなど，予測のつかない将来に対して，イ

ノベーションや起業ができる人材育成を重視した議

論が進められていることが分かる．しかも，リーダ

ーシップをとることが難しい人は労働力として活躍

することを求められている． 

それは，特別支援教育についても同様であった．

障害の状態や発達段階を考えた教育課程を考えなけ

ればならないという意見が出ながらも，最終的には

18 歳での社会の経済活動に資する力の育成を標榜

した「資質・能力」論が特別支援教育においても導

入されている．障害の状況や発達の遅れがあっても，

「18 歳までに育むべき力」として示される「資質・

能力」に沿える人材育成を主とした議論になってし

まっている． 

「教科の連続性」の議論においても，特別支援教

育で「資質・能力」を育成するために必要なものと

して小・中学校及び高等学校とも教科の目標の連続

性が求められている．特に特別支援教育の議論の中

では「資質・能力」と「教科の連続性」についての

認識が混乱しながら議論が進められていた．そうし

た中でも「ギフテッド」などと呼ばれる高い能力を

発揮する児童生徒への支援を充実させることに重点

を置かれている． 

一方で，重複障害や下学年対応の必要な児童生徒

については，その目標に至らなかった場合に，現場

教員が説明することが求められているものの, こう

した児童生徒が社会でどのように活躍するかについ

ては言及されていない． 

こうした「資質・能力」は経済政策を中心に据え

た人材育成を目指したものとなっていることが分か

る．能力によって子どもたちを階層化させることに

つながりかねない． 

こうした内容の 2017 年告示学習指導要領策定過

程からは，首相の私的諮問機関である教育再生実行

会議が教育施策の方向性を決めてしまっており，こ

れまでにない形での政治主導で策定されている＜策

定過程の問題＞と，その中で求められる「資質・能

力」が経済政策に主眼を置いた内容であるという＜

策定内容の問題＞があることが分かった． 

 次項からは，子どもたちへの教育に直結してくる

＜策定内容の問題＞について考察していく． 

 

２．1958 年版学習指導要領との類似点 

2017 年告示学習指導要領の策定過程を追ってみ

ると，先行する形で「特別な教科道徳」として道徳
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 なお，読解力については，2015 年調査と 2018 年

調査で 1b 以下の割合が増えている．これについて

2015 年調査については「調査の方式がコンピュータ

を用いたテスト（CBT）に全面移行する中で，子供た

ちが，紙ではないコンピュータ上の複数の画面から

情報を取り出し，考察しながら解答することに慣れ

ておらず，戸惑いがあったものと考えられること，

また，情報化の進展に伴い，特に子供にとって言葉

を取り巻く環境が変化する中で，一定量の文章に接

する機会が変化してきていることなどがあると考え

られ，そうした中で，読解力に関して指摘されてき

た前述のような諸課題が，より具体的な分析結果と

して浮かび上がってきたものと見ることができる」
37とされ，全体的な傾向と解されている．また，2018

年調査については，文部科学省及び国立教育政策研

究所合同で作成している「OECD 生徒の学習到達度調

査 2018 年調査（PISA2018）のポイント」38 の中で，

「読解力の問題で，日本の生徒の正答率が比較的低

かった問題には，テキストから情報を探し出す問題

や，テキストの質と信ぴょう性を評価する問題など

があった．」ことや「読解力の自由記述形式の問題に

おいて，自分の考えを他者に伝わるように根拠を示

して説明することに，引き続き，課題がある．」とし

ながらも，「日本の生徒にとって，あまり馴染みのな

い多様な形式のデジタルテキスト（Web サイト，投

稿文，電子メールなど）や文化的背景，概念・語彙

などが使用された問題の数が増加したと考えられ

る．」という日本にとって不利だった要因についても

示されている．また，先述の習熟度尺度変更の影響

も考えられる. 

 本データは，先述のとおり転出入者を計算に入れ

ておらず，一定の傾向を示したものである．ただ，

読解力を除くその他のリテラシーに関しては，知的

障害特別支援学校高等部への入学者は増え続けてい

る現状に対して，「1b」や「1 未満」の割合が下がっ

てきている．こうした傾向から，知的障害の子ども

たちが知的障害特別支援学校へ行くことによって，

PISA 調査という到達度調査から隔離されている可

能性は否定できないように考えられる． 

Ⅳ．総合考察 

本論で検討してきた内容をもとに，2017 年告示学

習指導要領の特別支援教育において求められている

「資質・能力」について考察する． 

 

１．策定過程から見る「資質・能力」の問題点 

 本論で検討してきた 2017 年告示学習指導要領の

策定過程の議論を見てみると，教育再生実行会議に

おける，AI や情報技術の急速な進展，グローバル社

会の広がりなど，予測のつかない将来に対して，イ

ノベーションや起業ができる人材育成を重視した議

論が進められていることが分かる．しかも，リーダ

ーシップをとることが難しい人は労働力として活躍

することを求められている． 

それは，特別支援教育についても同様であった．

障害の状態や発達段階を考えた教育課程を考えなけ

ればならないという意見が出ながらも，最終的には

18 歳での社会の経済活動に資する力の育成を標榜

した「資質・能力」論が特別支援教育においても導

入されている．障害の状況や発達の遅れがあっても，

「18 歳までに育むべき力」として示される「資質・

能力」に沿える人材育成を主とした議論になってし

まっている． 

「教科の連続性」の議論においても，特別支援教

育で「資質・能力」を育成するために必要なものと

して小・中学校及び高等学校とも教科の目標の連続

性が求められている．特に特別支援教育の議論の中

では「資質・能力」と「教科の連続性」についての

認識が混乱しながら議論が進められていた．そうし

た中でも「ギフテッド」などと呼ばれる高い能力を

発揮する児童生徒への支援を充実させることに重点

を置かれている． 

一方で，重複障害や下学年対応の必要な児童生徒

については，その目標に至らなかった場合に，現場

教員が説明することが求められているものの, こう

した児童生徒が社会でどのように活躍するかについ

ては言及されていない． 

こうした「資質・能力」は経済政策を中心に据え

た人材育成を目指したものとなっていることが分か

る．能力によって子どもたちを階層化させることに

つながりかねない． 

こうした内容の 2017 年告示学習指導要領策定過

程からは，首相の私的諮問機関である教育再生実行

会議が教育施策の方向性を決めてしまっており，こ

れまでにない形での政治主導で策定されている＜策

定過程の問題＞と，その中で求められる「資質・能

力」が経済政策に主眼を置いた内容であるという＜

策定内容の問題＞があることが分かった． 

 次項からは，子どもたちへの教育に直結してくる

＜策定内容の問題＞について考察していく． 

 

２．1958 年版学習指導要領との類似点 

2017 年告示学習指導要領の策定過程を追ってみ

ると，先行する形で「特別な教科道徳」として道徳
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が教科化されたり，AI や情報技術の急速な発展の観

点から「教科の連続性」を求められたりするなど，

その特徴は 1958 年版学習指導要領に似通った部分

があることが分かる． 

早田（2016）40 は，教育課程の法制と学習指導要

領についてまとめる中で，1958 年版学習指導要領に

ついて，次のようにまとめている． 

 ・1958 年の学校教育法施行規則改正に伴い，「試

案」がとれて，「告示」でしめされるようになっ

た． 

 ・以後，政府は学習指導要領が法的拘束力をもつ

国家基準であることを強調するようになった． 

 ・一般編とそれぞれの教科編から成っていた学習

指導要領が，一つの告示にまとめられた． 

・道徳教育を推進するために，「道徳の時間」が特

設された． 

 ・それまでの経験主義に依拠した教育課程編成原

理から，科学技術向上の観点から系統性を重視

する編成原理を指向した． 

 ・系統性の追求は，算数・数学，理科において顕

著であり，国語，社会でも方向性が具体化され

た． 

なお，早田（2016）は学習指導要領の変遷を押さ

える中で，「1858 年改訂学習指導要領以降，次第に

系統主義に基礎を置く教育課程編成の骨格へと姿を

変えていった．」としている．こうした学習指導要領

の変遷は「敗戦直後の学習者中心の経験主義，生活

体験主義に根差す教育課程編成方針」と「系統主義」

の間で反復してきたということである． 

 そう考えると 2017 年告示学習指導要領は「系統主

義」としての内容が指向されているのであろうか．

こうした疑問点を検討するために，策定過程でも強

く意識されている PISA を重視する能力観について

検討していく必要があると考えた． 

 

３．PISA 重視の経済政策的「資質・能力」 

「系統主義」的な内容に流れているかのような

2017 年告示学習指導要領において，経済政策を中心

とした「資質・能力」を進めるために PISA 調査を重

視していることはすでに検討してきた．検討の際に

は PISA 調査や高等学校への接続を意識しているこ

とが分かった．では，PISA が測っているものは何な

のであろうか． 

松下（2010）41 は，「PISA リテラシーは，DeSeCo

キー・コンピテンシーの中の『道具を相互作用的に

用いる』能力の一部を測定可能な程度にまで具体化

したものである」としている．ただ，それにもかか

わらず，「日本では，PISA リテラシーは他のキー・

コンピテンシーと切りはなされ，『PISA 型学力』，

『PISA 型読解力』，『活用力』といった形で初等・中

等教育の現場に浸透してきている」と指摘している．

それは，「キー・コンピテンシーのうちの指標化され

た一部だけが，ある種の屈折を経て移入されている」

としている．また，「キー・コンピテンシーの一部で

ある PISA リテラシー」が「シンボリック・アナリス

ト（引用者注：松下は同書の中で，シンボリック・

アナリストという仕事の内容について，ライシ

ュ.R.B.（1991）『ザ・ワーク・オブ・ネーションズ

―21 世紀資本主義のイメージ―』（中谷巌訳）ダイ

ヤモンド社 P245 より引用し，「現実をいったん抽象

イメージに単純化し，それを組み替え，巧みに表現，

実験を繰り返し，多分野の専門家と意見交換したり

して，最後には再びそれを現実に変容する」ものと

示している．）に求められる能力と重なりあってい

る」のだが，「すべての人がシンボリック・アナリス

トになるわけではない」ため，「すべての子どもに身

に付けさせるというのは一種のまやかし」と指摘し

ている．なお，PISA リテラシーは，「簡単に個人評

価向けにも変換できる」ため，能力による「選抜体

制を呼び込みかねない」と警告している． 

さらに，松下（2014）では，「PISA の影響が肥大

化した」要因として，「企業から投資を引 きつける

ことのできる国家経済」である「『マグネット経済

（magnet economy）』のグローバル化」があるとみて

いる．そして，「PISA は，知識労働者の育成が経済

成長にとって重要だという認識において，依然とし

てマグネット経済の考え方に依拠しているようにみ

える」ともしている 42． 

こうした考え方は，今回の改定で示されている教

育再生実行会議の第 7 次提言や，その議論中にも語

られた「世界に伍する」経済大国になるための教育

方針とも重なる． 

つまり，2017 年告示学習指導要領で示されている

内容は，「系統的な学習」で多くの教育内容を身に付

け，「シンボリック・アナリスト」のようにそれを使

いこなしたり意見交換したりする能力や，リーダー

シップをとりながらイノベーションできたり起業で

きたりする経済を如何に発展させるかという視点で

の「資質・能力」が求められていることがわかる．

なお，「シンボリック・アナリスト」に成り得ない人

は労働力として働くことが想定されている． 

そのような「資質・能力」の育成がすべての子ど

もたち対象にできるのだろうか．むしろ，「資質・能

力」を育成できる人とでいない人の分断が生じかね
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ないことに危機感を覚える．憲法 26 条では「すべて

国民は，法律の定めるところにより，その能力に応

じて，ひとしく教育を受ける権利を有する」43とさ

れているが，2017 年告示学習指導要領で示されてい

る「資質・能力」は，すべての子たちに向けたもの

ではないことが明らかであろう． 

 

４．「資質・能力」の能力観 

 ここまで考察したように，2017 年告示学習指導要

領で示されている「資質・能力」は，経済政策に偏

ったものであった．ここでは，その能力観について

問題点を考察する． 

 筆者としても，経済政策が不必要と考えているわ

けではない．ただ，今改定のように「経済再生＝教

育再生」という偏った能力観には強い違和感がある．

この点について，教育社会学の本田（2020）44 の言

説が参考になると考えた． 

本田（2020）は，現代の日本社会が直面する諸問

題の原因の一つとして「『どんな人』が望ましいかを

めぐる，この国の独特な言葉とその用法という側面

を付け加えておく必要があると考え」まとめる中で，

次のような指摘をしている． 

 論稿では，人間の「望ましさ」に関する考え方が

「教育」という領域で典型的に現れるとして，教育

の歴史を振り返りながら「『学力』という垂直軸によ

る評価や選抜（日本型メリトクラシー）」や「『生き

る力』『人間力』と呼ばれるより包括的な垂直軸によ

る評価や選抜（ハイパーメリトクラシー）」という「垂

直的序列化」45があることをまず示している． 

 次に「水平的画一化」について言及されている．

「水平的画一化」とは，「すべての人々に一定の価値

や規範を一律に注入」し，「人々の間の差は許容され

ない」という「教化」だとしている．また，「特に今

世紀に入」り，「法律の変更，学習指導要領改訂，様々

な教育ツールの導入」といった，「制度的な圧力の体

制が整備されて」おり，それを「ハイパー教化」と

位置付けている．「その体制の要となる言葉」が「態

度」と「資質」である 46とし，2007 年の教育基本法

改訂によって「ハイパー教化」の基盤が整えられた

としている．それは，条文比較する中で，改正され

た教育基本法は「教育を，（「能力」よりも）主とし

て『資質』≒『態度』を形成するためのものとして，

強力に定義し直しているに他ならない」ということ

である 47．そして，2017 年告示学習指導要領の「三

つの柱」や「資質・能力」に着目する中で，「この学

習指導要領をもって，新教育基本法で定められた『資

質』≒『態度』の形成の『義務化』は，具体的なプ

ログラムとして学校教育に組み込まれたのである．」
48としている． 

 本田（2020）が言う「垂直的序列化」や「水平的

画一化」という捉え方は，本論で見てきた「資質・

能力」の捉え方とも重なる．本田（2020）は「垂直

的序列化」では階層を生み出し，「水平的画一化」で

は，「ハイパー教化」にそぐわない一定層の排除を招

くとしているが，本論で触れてきた重複障害や下学

年適用の必要な子どもたちがそうした序列化や排除

の対象にさせられる可能性が高いということになろ

う． 

 さらに，本田（2020）は「垂直的序列化」や「水

平的画一化」からの支配や弊害を打破するために，

「水平的多様化」の要素を強化する必要性を示して

いる．「水平的多様化」とは，「互いに質的に異なる

様々な存在が，顕著な優劣なく併存している状態」

である．そして，「垂直的多様化」を強化するために

「高校の学科の多様化」として，「現在の専門学科の

種別と定員を拡大する」ことや高等学校や大学での

入学者選抜のあり方の改革などを提案している 49．

また，「現行の教育基本法は再改正し，個人の内面の

自由と権利の尊重，学修機会の保障を宣言する内容

の基本法へと改めることが不可欠である．」とし，「学

習指導要領も簡素化し，義務教育および高等学校に

おいて最低限修得しておくべき事柄の規定にとどめ

る」といった内容も示している 50．ただし，本田

（2020）は「仮説の域にとどまる」51という前提で

の提案をしている．  

 参考になる提案だとは考えられるが，障害児教育

の視点が含まれていない．そのため，特別支援教育

の立場から，すべての子どもを対象とする「資質・

能力」や教育政策のあり方を考える上で，どのよう

な論点があるか考える必要がある． 

 

５．生活単元学習がねらってきたもの 

 すべての子どもを対象とする「資質・能力」や教

育政策に向けた論点を考察する前に，これまでの特

別支援学校の実践の中心的な学習になっていた生活

単元学習が何をねらっていたのかを確認しておく． 

 木村（2006）52 は，養護学校学習指導要領におけ

る変遷を追いながら，文部省の「生活科指導の手引」

から引用しながら 1971 年版養護学校小学部・中学部

学習指導要領の解説で「各教科の内容を合わせて授

業を行うことの本来の趣旨は，各教科に内容を分け

ずに授業を行うこと」53と述べられているとしてい

る．また，知的障害養護学校の教育課程編成構造と

して，「指導内容の分類」と「指導の形態」という「二
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ないことに危機感を覚える．憲法 26 条では「すべて

国民は，法律の定めるところにより，その能力に応

じて，ひとしく教育を受ける権利を有する」43とさ

れているが，2017 年告示学習指導要領で示されてい

る「資質・能力」は，すべての子たちに向けたもの

ではないことが明らかであろう． 

 

４．「資質・能力」の能力観 

 ここまで考察したように，2017 年告示学習指導要

領で示されている「資質・能力」は，経済政策に偏

ったものであった．ここでは，その能力観について

問題点を考察する． 

 筆者としても，経済政策が不必要と考えているわ

けではない．ただ，今改定のように「経済再生＝教

育再生」という偏った能力観には強い違和感がある．

この点について，教育社会学の本田（2020）44 の言

説が参考になると考えた． 

本田（2020）は，現代の日本社会が直面する諸問

題の原因の一つとして「『どんな人』が望ましいかを

めぐる，この国の独特な言葉とその用法という側面

を付け加えておく必要があると考え」まとめる中で，

次のような指摘をしている． 

 論稿では，人間の「望ましさ」に関する考え方が

「教育」という領域で典型的に現れるとして，教育

の歴史を振り返りながら「『学力』という垂直軸によ

る評価や選抜（日本型メリトクラシー）」や「『生き

る力』『人間力』と呼ばれるより包括的な垂直軸によ

る評価や選抜（ハイパーメリトクラシー）」という「垂

直的序列化」45があることをまず示している． 

 次に「水平的画一化」について言及されている．

「水平的画一化」とは，「すべての人々に一定の価値

や規範を一律に注入」し，「人々の間の差は許容され

ない」という「教化」だとしている．また，「特に今

世紀に入」り，「法律の変更，学習指導要領改訂，様々

な教育ツールの導入」といった，「制度的な圧力の体

制が整備されて」おり，それを「ハイパー教化」と

位置付けている．「その体制の要となる言葉」が「態

度」と「資質」である 46とし，2007 年の教育基本法

改訂によって「ハイパー教化」の基盤が整えられた

としている．それは，条文比較する中で，改正され

た教育基本法は「教育を，（「能力」よりも）主とし

て『資質』≒『態度』を形成するためのものとして，

強力に定義し直しているに他ならない」ということ

である 47．そして，2017 年告示学習指導要領の「三

つの柱」や「資質・能力」に着目する中で，「この学

習指導要領をもって，新教育基本法で定められた『資

質』≒『態度』の形成の『義務化』は，具体的なプ

ログラムとして学校教育に組み込まれたのである．」
48としている． 

 本田（2020）が言う「垂直的序列化」や「水平的

画一化」という捉え方は，本論で見てきた「資質・

能力」の捉え方とも重なる．本田（2020）は「垂直

的序列化」では階層を生み出し，「水平的画一化」で

は，「ハイパー教化」にそぐわない一定層の排除を招

くとしているが，本論で触れてきた重複障害や下学

年適用の必要な子どもたちがそうした序列化や排除

の対象にさせられる可能性が高いということになろ

う． 

 さらに，本田（2020）は「垂直的序列化」や「水

平的画一化」からの支配や弊害を打破するために，

「水平的多様化」の要素を強化する必要性を示して

いる．「水平的多様化」とは，「互いに質的に異なる

様々な存在が，顕著な優劣なく併存している状態」

である．そして，「垂直的多様化」を強化するために

「高校の学科の多様化」として，「現在の専門学科の

種別と定員を拡大する」ことや高等学校や大学での

入学者選抜のあり方の改革などを提案している 49．

また，「現行の教育基本法は再改正し，個人の内面の

自由と権利の尊重，学修機会の保障を宣言する内容

の基本法へと改めることが不可欠である．」とし，「学

習指導要領も簡素化し，義務教育および高等学校に

おいて最低限修得しておくべき事柄の規定にとどめ

る」といった内容も示している 50．ただし，本田

（2020）は「仮説の域にとどまる」51という前提で

の提案をしている．  

 参考になる提案だとは考えられるが，障害児教育

の視点が含まれていない．そのため，特別支援教育

の立場から，すべての子どもを対象とする「資質・

能力」や教育政策のあり方を考える上で，どのよう

な論点があるか考える必要がある． 

 

５．生活単元学習がねらってきたもの 

 すべての子どもを対象とする「資質・能力」や教

育政策に向けた論点を考察する前に，これまでの特

別支援学校の実践の中心的な学習になっていた生活

単元学習が何をねらっていたのかを確認しておく． 

 木村（2006）52 は，養護学校学習指導要領におけ

る変遷を追いながら，文部省の「生活科指導の手引」

から引用しながら 1971 年版養護学校小学部・中学部

学習指導要領の解説で「各教科の内容を合わせて授

業を行うことの本来の趣旨は，各教科に内容を分け

ずに授業を行うこと」53と述べられているとしてい

る．また，知的障害養護学校の教育課程編成構造と

して，「指導内容の分類」と「指導の形態」という「二
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重構造」になっていることについて，「教科の内容を

ばらばらに指導するのではなく，様々な内容を生活

に結びつくまとまりとして指導計画を作成し，実際

的・体験的活動をとおして現実の生活に生きる力を

育む知的障害教育の基本概念を具現化するための構

造である」と説明している．そのため，「指導内容の

分類である『教科』から内容を選択し，それらを合

わせて『指導の形態』に振り分けて指導するという

一方向的な考えは適切ではありません．」ということ

である．そして，「『領域・教科を合わせた指導』や

『教科別・領域別の指導』は，いずれであっても内

容を生活化して学習する形態であり，生活に密着し

た内容のまとまりとして指導計画を作成する必要が

あります．その上で，子どもの生活経験の発展性を

各教科等の内容との関連で検討することが大切」54

としている． 

 ここで示されている内容の，生活単元学習が決し

て教科を組み合わせたものではないということは注

目に値する．なぜなら,2017 年告示学習指導要領で

は,生活単元学習でも教科の目標を示すことを求め

ているからである．一方で,ここで示される生活単元

学習の内容としては，「現実の生活に生きる力」を教

える生活を中心としたものであり，逆に言えば，生

活に生きる能力を身に付けさせようとするものとも

受け取れる． 

 また，荒川（2003）55 は，「1980 年代以降の子ども

の重度重複化は，教育内容・方法についても変容を

もたらした．」とし，次の点を示している．それは，

「知的障害教育では，将来の生活に必要なことを教

えるという生活主義が依然として根強いもの（原文

ママ），たとえば生活単元学習も，重度化によって，

乗り物学習や買い物学習という直接体験型の学習が

難しい子どもが増えたことで，遊び的な要素が多く

なってきている」ことと「子どもの全人的発達や内

面的な育ちを重視する立場，あるいは生活準備では

なく，主権者として生活を主体的に切り開くという

意味で，教育と生活を結合するという立場からの教

科学習や作業（労働）学習の実践も広がっている」
56ことである． 

生活単元学習が生活準備をするような内容で，か

つ生活に役立つ力を身に付けさせる性格が強くなる

に従い，教科学習や作業学習への要請が出てきてい

ることを示している． 

ここで，本論へ立ち返る．2017 年告示学習指導要

領では「教科の連続性」を求め，その学びを上手に

使って「何ができるか」という能力まで求められて

いる．もちろん，「何ができるか」という視点は，教

育的に子どもをとらえる際に重要となるが，今回求

めれているのは，社会からの「経済発展」という強

烈なバイアスを加えられたものである．その中で，

子どもたちが序列化され，排除される場合もあるこ

とはここまでに示してきた．先述した生活準備の学

習は，捉えようによると，社会に迷惑をかけないよ

うに生活に役立つ力を付けておくことが求められて

いるともとれよう． 

 ここで筆者が考えたいのは，子どもたちの人生は

子どもたち自身のものであるということである．確

かに次世代を担うのは今の子どもたちであるのだが，

今ある，あるいは未だ見えていない未来の不安を擦

り付けられるようなことを目的に教育を受けさせら

れて良いのであろうか．そういった観点を強くした

教育を子どもたちが受けた場合，初めに述べた通り，

劣等感や自己否定感を感じる子どもたちがより多く

なってしまうのではないだろうか． 

糸賀（1968）は「発達保障という考え方の中身」

について重症児心身障害児施設の役割を考える過程

で，「この重症児が普通児と同じ発達のみちを通ると

いうこと，どんなにわずかでもその質的転換期の間

でゆたかさをつくるのだということ，治療や指導は

それへの働きかけであり，それの評価が指導者との

間に発達的共感をよびおこすのであり，それが源泉

となって次の指導技術が生みだされてくるのだ．そ

してそういう関係が，問題を特殊なものとするので

はなく，社会の中につながりをつよめていく契機に

なるのだということ．そこからすべての人の発達保

障の思想の基盤と方法が生まれてくるのだというこ

とをつかんだのである．」57としている． 

障害があっても，我々と同じ発達のみちを通ると

いうこと，その発達の質的転換期と，そこに働きか

ける大切さを語っているのである．糸賀の論述は，

福祉の立場から教育を問い直されているものだと言

われることもある．そこには，どんなに障害が重く

ても，その人生の主体者はその人であることを示し

ているだろう．どのような障害の子どもたちも人生

の主体者となるということは，「どうなりたいか」や

「なにをしたいか」などの必要感を子どもたち自身

が抱くということではないだろうか．そう考えると，

我々教育現場に従事する者は，その子どもたちの必

要感を膨らましていけるような教育課程を用意しな

ければならない．それはここまで見てきたように，

社会からの強い圧力や，誰かに言われて抱かされる

必要感ではない．成長とともに広がっていく社会と

のかかわりの中で，子ども自身が抱く必要感を意味

している． 
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こうした観点も加えて，今後の「資質・能力」や

教育政策のあり方に向けた論点を考える． 

 

６．特別支援教育から「資質・能力」と教育政

策を考える論点 

2017 年告示学習指導要領で求められている「資

質・能力」が経済政策に偏ったものであり，その中

身が「垂直的序列化」や「水平的画一化」をはらん

だものであることが分かった．そのような教育政策

の中で，排除されそうな重複障害や下学年対応の子

どもたちも含めて，すべての子どもたちを包み込む

ような「資質・能力」を検討した上での，教育政策

の策定が必要だと考える．その中には，子どもたち

自身が必要感を抱けるような内容や枠組みが必要だ

と考える． 

 ただ，知的障害特別支援教育に携わる現場教員と

しては，そのような「資質・能力」や教育政策は一

朝一夕でできるようなものではないと考えている．

そこで，本論のまとめとしては，特別支援教育に携

わる教員としての立場からすべての子どもたちを対

象とする「資質・能力」や教育政策を考えていくた

めの論点を示したい． 

 

（１）「課程主義」の可能性 

すべての子どもたちへの教育を考えた時，知的障

害があると，どうしても理解に時間がかかることは

否めない．現在の日本の教育制度は定められた年数

で義務教育も修了を迎える．こうした状況に対し，

山根（2014）58 は，「『すべての人にすべてのことを』

教え学ばせる」ことを障害児教育に当てはめて考え，

「子ども達は，義務教育で教えられる共通の一定の

目標をわかるまで教えてもらえる権利をもっている，

わかるように教えてもらえなかった場合は，9 年間

（15 歳）を越えても，わかるまで教えてもらえる権

利を持ち続けている，このように考えることはでき

ないでしょうか．」59としている．それは「課程主義」

という考え方だとする．高等学校や特別支援学校高

等部への進学率が高い現在 60では，この考え方は高

等部卒業年限を延長し，18 歳以降の学びまで伸ばす

ことまで考えられる．教育年限延長の運動はすでに

起こっており多くの研究がなされているが，今回本

研究で指摘した教育政策の事実も含めながら議論を

進める必要があるだろう 61．積極的な意味での留年

制度の活用があってもいいのかもしれない． 

 

（２）生活的概念と科学的概念を結びつける 

 筆者は現在，鳥取大学附属特別支援学校高等部専

攻科の担任として教育実践にあたっている．知的障

害の青年たちへの授業を考える際，三木（2017）62

を参考にしている． 

すなわち，三木（2017）は知的障害の青年と接し

てきた経験をもとに「彼らは，いわゆる『９・１０

歳の発達の節目』に困難を抱えていると見られる．」

としながら，「知的障害青年の教育課題を，９・１０

歳の発達的節目との関係においてとらえ直す場合」

に念頭に置く諸点を示している．その中でも「論理

的，抽象的思考」である．知的障害青年は障害ゆえ

の困難を有しているが，生活経験の質的深まり，量

的広がりとともに，知的活動でも新たな可能性をも

たらすことに留意し，科学的概念の獲得が追及され

るべきだということに注目したい．ここで示されて

いる生活経験を土台とした科学的概念の獲得という

視点が特別支援教育にも必要ではないかと考える． 

 ただし，この考え方には論争がある．窪島（1988）

は，「どの子にも教科を」という主張に対して，「『知

識』，『技術・技能』の分野がどのようにおこなわれ

るかは発達的に十分な検討を要する．田中昌人氏の

発達理論でおよそ第四の教育階梯（通常の発達年齢

で五歳半以後）においては発達との関係で到達目標

を明確にしたうえで，基礎学力に重点をおいた指導

が行われる．第三の教育階梯（通常の発達年齢で一

〇カ月レベルから五歳半の前まで）では，話ことば

の指導，表現・伝え合いの指導が『教科』の主な内

容になろう」63としている． 

 一方で，渡部（1993）64 は「系統的に組織された

『教育内容のまとまり』」は田中氏の言う第 1 から第

3 の教育階梯でも存立するとして，「『第 4 の教育階

梯』の質を有したものを『狭義の教科』（従来の教科），

系統的に組織された『教育内容のまとまり』を『広

義の教科』（従来の教科と区別するために『』を付け

て『教科』）としておこう」と提案している 65． 

 このような発達観を含んだ議論をもとに，実践を

重ねながら何歳頃から生活的概念と科学的概念を結

びつけていくような学習が可能なのかを議論してい

く必要がある． 

 

（３）子どもたちの事実から始める教育 

以上，本論では 2017 年告示学習指導要領の策定過

程に目を向け，求められている「資質・能力」の中

身を中心に検討してきた．繰り返しになるが，それ

は経済政策優先のものであることが分かった．その

中では，教育内容を超えた「何ができるか」という

能力まで求められており，特別支援教育の視点から

検討すると，重複障害や下学年適用の児童生徒は排
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こうした観点も加えて，今後の「資質・能力」や

教育政策のあり方に向けた論点を考える． 

 

６．特別支援教育から「資質・能力」と教育政

策を考える論点 

2017 年告示学習指導要領で求められている「資

質・能力」が経済政策に偏ったものであり，その中

身が「垂直的序列化」や「水平的画一化」をはらん

だものであることが分かった．そのような教育政策

の中で，排除されそうな重複障害や下学年対応の子

どもたちも含めて，すべての子どもたちを包み込む

ような「資質・能力」を検討した上での，教育政策

の策定が必要だと考える．その中には，子どもたち

自身が必要感を抱けるような内容や枠組みが必要だ

と考える． 

 ただ，知的障害特別支援教育に携わる現場教員と

しては，そのような「資質・能力」や教育政策は一

朝一夕でできるようなものではないと考えている．

そこで，本論のまとめとしては，特別支援教育に携

わる教員としての立場からすべての子どもたちを対

象とする「資質・能力」や教育政策を考えていくた

めの論点を示したい． 

 

（１）「課程主義」の可能性 

すべての子どもたちへの教育を考えた時，知的障

害があると，どうしても理解に時間がかかることは

否めない．現在の日本の教育制度は定められた年数

で義務教育も修了を迎える．こうした状況に対し，

山根（2014）58 は，「『すべての人にすべてのことを』

教え学ばせる」ことを障害児教育に当てはめて考え，

「子ども達は，義務教育で教えられる共通の一定の

目標をわかるまで教えてもらえる権利をもっている，

わかるように教えてもらえなかった場合は，9 年間

（15 歳）を越えても，わかるまで教えてもらえる権

利を持ち続けている，このように考えることはでき

ないでしょうか．」59としている．それは「課程主義」

という考え方だとする．高等学校や特別支援学校高

等部への進学率が高い現在 60では，この考え方は高

等部卒業年限を延長し，18 歳以降の学びまで伸ばす

ことまで考えられる．教育年限延長の運動はすでに

起こっており多くの研究がなされているが，今回本

研究で指摘した教育政策の事実も含めながら議論を

進める必要があるだろう 61．積極的な意味での留年

制度の活用があってもいいのかもしれない． 

 

（２）生活的概念と科学的概念を結びつける 

 筆者は現在，鳥取大学附属特別支援学校高等部専

攻科の担任として教育実践にあたっている．知的障

害の青年たちへの授業を考える際，三木（2017）62

を参考にしている． 

すなわち，三木（2017）は知的障害の青年と接し

てきた経験をもとに「彼らは，いわゆる『９・１０

歳の発達の節目』に困難を抱えていると見られる．」

としながら，「知的障害青年の教育課題を，９・１０

歳の発達的節目との関係においてとらえ直す場合」

に念頭に置く諸点を示している．その中でも「論理

的，抽象的思考」である．知的障害青年は障害ゆえ

の困難を有しているが，生活経験の質的深まり，量

的広がりとともに，知的活動でも新たな可能性をも

たらすことに留意し，科学的概念の獲得が追及され

るべきだということに注目したい．ここで示されて

いる生活経験を土台とした科学的概念の獲得という

視点が特別支援教育にも必要ではないかと考える． 

 ただし，この考え方には論争がある．窪島（1988）

は，「どの子にも教科を」という主張に対して，「『知

識』，『技術・技能』の分野がどのようにおこなわれ

るかは発達的に十分な検討を要する．田中昌人氏の

発達理論でおよそ第四の教育階梯（通常の発達年齢

で五歳半以後）においては発達との関係で到達目標

を明確にしたうえで，基礎学力に重点をおいた指導

が行われる．第三の教育階梯（通常の発達年齢で一

〇カ月レベルから五歳半の前まで）では，話ことば

の指導，表現・伝え合いの指導が『教科』の主な内

容になろう」63としている． 

 一方で，渡部（1993）64 は「系統的に組織された

『教育内容のまとまり』」は田中氏の言う第 1 から第

3 の教育階梯でも存立するとして，「『第 4 の教育階

梯』の質を有したものを『狭義の教科』（従来の教科），

系統的に組織された『教育内容のまとまり』を『広

義の教科』（従来の教科と区別するために『』を付け

て『教科』）としておこう」と提案している 65． 

 このような発達観を含んだ議論をもとに，実践を

重ねながら何歳頃から生活的概念と科学的概念を結

びつけていくような学習が可能なのかを議論してい

く必要がある． 

 

（３）子どもたちの事実から始める教育 

以上，本論では 2017 年告示学習指導要領の策定過

程に目を向け，求められている「資質・能力」の中

身を中心に検討してきた．繰り返しになるが，それ

は経済政策優先のものであることが分かった．その

中では，教育内容を超えた「何ができるか」という

能力まで求められており，特別支援教育の視点から

検討すると，重複障害や下学年適用の児童生徒は排
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除されうることが危惧される．場合によっては，障

害のあるなしに関わらず，小・中学校においても，

リーダーシップのとれる人と労働者になる人という

階層化，序列化が生じかねない． 

では，教育本来の役割とは何であろうか．その点

については多くの議論が必要になってくる．ただ，

中内（1998）が教育思想史を振り返る中で，学校と

社会の関係について触れている項において，「新教

育」に対するデューイの論説を次のように述べてい

るものが参考になるのではないかと考えた．すなわ

ち，「『新教育』の基礎概念として『経験』の新しい

概念を提起し，子どもの主体的経験の再構成

（reconstruction）が教育の本質だとする．しかる

に，この経験は他方では社会的な性格のことがらだ

から，教育的人づくりは，経験の再構成としての子

どもの自己実現の過程であると同時に社会の再構成

になるはずである．」66ということである．これは，

決して社会の要請に合致する子どもを育成しようと

するのではないだろう．子どもたちが次世代の社会

を担うことができるように，我々が生きる世の中の

ことを広く学ぶ教育を，すべての子に保障する必要

があるということになるだろう． 

 このような観点での「資質・能力」や教育政策の

あり方については，子どもたちと向き合っている教

育実践現場から実践と議論を重ねて検討していく必

要がある． 
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ai7_1.pdf（最終アクセス：2019.9.27） 

19 前掲 5 のうち，首相官邸ホームページ「教育再生実行
会議」内にある議事録を参照した．  

20 文部科学省ホームページ「教育課程部会 教育課程企

画特別部会 議事要旨・議事録・配付資料」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
o3/053/giji_list/index.htm（最終アクセス：
2019.10.14）や文部科学省ホームページ「教育課程部
会（第 92 回） 議事録」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
o3/004/gijiroku/1381920.htm（最終アクセス：
2019.10.28），文部科学省ホームページ「教育課程部会
（第 93 回） 議事録」，文部科学省ホームページ「教

育課程部会（第 94 回） 議事録」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
o3/004/gijiroku/1381977.htm（最終アクセス：
2019.10.29），文部科学省ホームページ「教育課程部会
（第 95 回） 議事録」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
o3/004/gijiroku/1382055.htm（最終アクセス：
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33 なお，算出に当たって，在校生数については，特別支
援教育資料関連 H17 と H18 は「8 盲・聾・養護学校
高等部の学科数及び学科別生徒数－国・公・私立計－」

のウの総計より，H19～R 元年までは「第 1 部集計編」
の「２ 特別支援学校の現状」「(6) 特別支援学校（設
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おいて，下村文部科学大臣（当時）は「これからそれ
ぞれ発信をしていただきながら，またしっかり提言を

していただきながら，それに合った中教審のいろんな

御議論をしていただきながら，それを早くしていかな

ければ，これは文科省だけの問題ではなくて，この国

そのものがもう二度とはい上がれないような，そうい

うパワーのない，そして，一人一人の国民も未来に対

して夢も希望も抱いてもそれが実現もできない，そう

いう絶望的な社会になってしまうかもしれないターニ

ングポイントに今来ているのではないかと思いますの

で，きょう貴重な御意見を頂きまして，今後，我々も

しっかりそれを把握いたします．また，皆さんもそれ

ぞれの会議の中で，またふだんの中で更に発信をして

いただきながらムーブメントをつくっていただきます

ようにお願い申し上げたと思います．」と発言している．
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ます．文科省，内閣官房の皆さんには，パイプ役とし

ての役目も引き続きお願いしたいと思います．」とまと
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立つ人材を育てるために，小・中・高等学校の教育の
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2019.10.14）の中の「資料 4 教育課程企画特別部会
の設置について」から引用．  

17 加藤聡一（2018）「『可逆操作の高次化における階層―
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（平成 28 年 12 月 21 日）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
o0/toushin/1380731.htm（最終アクセス：2019.6.22） 

27 経済協力開発機構編著（2016）『PISA2015 年調査 評

価の枠組み―OECD 生徒の学習到達度調査』明石書店 
28 前掲 27 P16 
29 文部科学省（2016）「OECD 生徒の学習到達度調査～

2015 年調査国際結果の要約～」P6 
30 前掲 24 P10 
31 文部科学省（2018）『文部科学省統計要覧』株式会社
ブルーホップ  

32 文部科学省ホームページ「特別支援教育資料関連」よ
り

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/134
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